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1巻頭言

巻 頭 言

筆者が免震ゴムと関係が出来たのは、1987年10月

19日付けで、（社）日本建築学会が（社）日本ゴム

協会に対して、「免震用積層ゴムの寿命と信頼性に

ついて」の調査依頼を出した時に遡る。日本で最初

の免震建築が完成したのは、1983年なので免震ゴム

に対する信頼性に疑問を持つ建築家が多かったため

であろう。当時筆者は、東大工学部物理工学科の助

教授で専門は、高分子物性であった。 ブリヂスト

ンに在籍していたことがあるため、日本ゴム協会で

も活動していた。そこで、「免震用積層ゴム特別委

員会」が日本ゴム協会内に急遽設置され、山崎委員

長（当時東工大教授）を中心に筆者も委員となり検

討が進められた。1988年8月31日付けで報告書が完

成し、信頼性に問題が無いことが示された。 その

後この特別委員会は、活動が活発化し、筆者が委員

長になって間もなく、2000年1月25日付けで、日本

ゴム協会免震用積層ゴム委員会編の「設計者のため

の免震用積層ゴムハンドブック」理工図書が刊行さ

れた。

同じころ、国際標準化機構（ISO）のTC45（ゴム

及びゴム製品担当）では、1999年10月にブダペスト

で国際会議があり、イタリアが、免震用積層ゴムの

ISO化を提案した。日本は、この分野に重大な関心

があったので日本ゴム工業会のISO/TC45国内審議

会内に筆者を委員長とする「免震ゴム・ゴム支承分

科会」が設置され、第1回の委員会が2000年2月15日

に開催され今後の方針、具体策を検討した。直後の

2000年3月にミラノで予備会議があり、内情をブリ

ヂストンの芳澤氏らが探ったところ、イタリア案が

通ると日本の免震は深刻な影響を受けることが分か

った。そこでクアラルンプルで次の国際会議が開か

れる10月までに、充分な日本案を作成し、イタリア

の主導権を日本に移す作戦を考えた。

このために、数十回の分科会を開き、2000年10月

免震用積層ゴム支承の標準化

西　敏夫東京工業大学　特任教授

11日の会議で日本が議長国、筆者がConvenorとな

るTC45/SC4/WG9 Elastomeric Isolatorsが設置され、

免震用積層ゴムのISO化が進むことになった。当時、

ゴムの分野で日本人のConvenorは初めてで、日本

が議長国を務めるのも初めてであった。いろいろ

紆余曲折はあったが、その後4回の国際会議（2001

年ゴア、2002年京都、2003年ロンドン、2004年ベ

ルリン）と2回のミニ国際会議（2003年バンコク、

2004年クアラルンプル）を経て、2005年7月15日付

けで、日本主導による初めての I S O 2 2 7 6 2 -

1:Elastomeric seismic-protection isolators Part 1 Test

methods, ISO22762-2: Elastomeric seismic-protection

isolators Part 2 Applications for bridge-Specifications,

ISO22762-3:Elastomeric seismic-protection isolators

Part 3 Applications for buildings-Specificationsが成立

した。全部でA4版215ページの大作であった。成立

に5年もかかったが、同時のTC45チェアマンのDr.

Kadirからは、「ゼロから出発した大作にしては、最

短時間の達成」と誉められた。このための国内会

議は、100回以上開催した。ISO化には、WD, CD,

DIS, FDISなど多くの段階と投票、それに対するコ

メントの解決がある。例えば、DIS化のロンドン会

議のときだけでコメントが、380件も各国から寄せ

られ日、米、英、中を中心としたエキスパートで

解決せねばならなかった。コメントの総数は、

1000件を超えたであろう。また、ISO化のバックデ

ータとしてNEDOから「基準創成研究開発費（2001

～2003年）」を受け、山上げ大橋（栃木県）、大成

建設八事寮（名古屋）の免震用積層ゴムを取り出

し、経年変化の解析を行ったりもした。

その後ISO22762は、技術進歩に対応して改定が

やはり日本主導で行われ、2010年に公示された。

現在は、ISO22762が大作過ぎて分かりにくいとい

う意見に対応して、SC4/WG9で、特に要望が強か
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った建築免震用積層ゴムに関しての「ガイダンス」

を作成中である。2013年10月にバリ島で行われる国

際会議で決着が付く予定である。

日本国内では、免震用積層ゴム支承の普及促進を

目的としISO22762に基ついた免震用積層ゴムのJIS

化を狙った委員会が日本ゴム工業会ISO/TC45国内

審議委員会の中に「免震ゴム・積層ゴム支承分科会」

として2005年に設置された。筆者が委員長に委嘱さ

れ委員は、JSSI、経済産業省、国土交通省、（独）

建築研究所、（社）日本建築学会、（財）日本建築セ

ンター、（財）日本規格協会、（財）日本品質保証機

構、鹿島建設、久米設計、ブリヂストン、オイレス

工業など産官学の連携で検討が始まった。当初は、

ISOの翻訳で済むはずであったが、建築、土木の考

え方、用語の違いなどの統一が難しく調整に6年近

く経過した。一時は、JIS化を諦めかけたが、筆者

は、「日本に大地震が来る前にJISを作ろう。」と主

張し続けた。結局、建築用と道路用でJISを分割し、

「建築免震用積層ゴム支承」のJIS制定の申し出を経

済産業省に行ったのが2011年3月初旬であった。そ

れまでに建築用だけで委員会を120回行い、いくつ

もの原案に対するコメントは、1073件に及んだ。申

し出直後の2011年3月11日には、東日本大震災が起

き、免震用積層ゴムの効果が抜群であることが実証

された。申し出当初、経産省からは、審議に1年か

かると言われていたが、予想よりはるかに早く2011

年8月22日に「JISK6410-1 建築免震用積層ゴム支承

―第1部：仕様」、「JISK6410-2 建築免震用積層ゴム

支承ー第2部：試験方法」が制定・公示された。同

時に経済産業省産業技術管理局産業基盤標準化推進

室からJIS化の意義、要点、東日本大震災での霞ヶ

関官庁ビルでの、免震、耐震、制振の比較データも

アナウンスされた。異例の扱いであった。

同様に道路橋免震に関しては、2011年10月に経済

産業省に申し出を行い、2 0 1 2年3月2 1日に、

「JISK6411 道路橋免震用積層ゴム支承に用いる積層

ゴムー試験方法」が制定・公示された。仕様につい

ては道路は状況に応じて設計されるので規格化困難

となった。

JIS化の基本方針は、

1）国内で安心して使用できる品質レベルを確保。

2）生産者間及び生産者と使用者間での共通認識や

品質レベルの統一化。

3）世界をリードしている日本において、いち早く

国家標準化に取り組む。

である。現在は、JISが出来たのでその認証をどう

するか、認証に向いたJISの改定、さらには最近経

産省が始めた「高機能JIS」への対応検討などが行

われている。また、東日本大震災直前まで真剣に検

討中であった（独）原子力安全基盤機構による「免

震型原子力発電所の審査基準」も課題として残って

いる。

これらの標準化、国際標準化は、極めて大事な事

と信じているが、アカデミアでは残念ながら殆ど評

価されない。アカデミアでは、論文数、インパクト

ファクターの高い学術雑誌に投稿することが最優先

である。最近は、これに特許申請が加わった。筆者

に言わせれば、論文はどのくらい引用されるかが命

である。特許は、余程の基本特許でない限り逃げる

ことができる。しかし、ISOやJISは、関係者は必ず

読まねばならないし、それに外れたものは製品化や

商業化さえ困難で逃げるわけにはいかない。論文を

投稿してコメントが10件も来れば大体却下と考えて

良い。免震のISOやJISのようにコメントが1000以上

などという事態は想定外であるし、そのための会議

が100回以上などはまさに異常事態である。それで

も何とかここまで来たのは、関係者の涙ぐましい忍

耐力と協力以外の何物でもない。

さらに、免震ゴムの海外のエキスパートには、

UCバークレーの教授、中国工程院の院士、ケンブ

リッジ大学キャベンディシュ研究所でPh.Dを取った

ものなどが加わっている。多分、日本の大学教授で

ISOやJISを作った経験がある方は、極めて少ないと

思われる。それだけ日本のアカデミアは遅れている。

最近アベノミクスの一つに、「日本の大学10校を世

界大学ランキング100位以内に入れる。」という政策

が出された。研究、論文が先ず優先されるであろう

が、このような国際標準の発信にアカデミアももっ

と注力する必要があると考えている。大体、秦の始

皇帝（前259～210年）が前221年に中国を統一した

時の主要事業の一つは、「貨幣、度量衡の統一」（標

準化）であった。標準化で壁に当たった時は、この

事実をいつも思い出している。

巻 頭 言
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3免震建築紹介

1 はじめに
オリックス本町ビルは、大阪唯一の東西軸といえ

る中央大通りと、南北軸である四ツ橋筋との交点、

2つの高速道路と3つの地下鉄の結節点に立地して

おり、この地域では突出するスケール感をもつラン

ドマークオフィスである（写真1）。賃貸床面積の過

半を占めるオリックスグループの本社機能が入居可

能な仕様設定と、高い事業継続性が求められ、日本

の超高層オフィスビルでは数少ないRC免震構造を

採用している。

2 建築概要・設備概要
建物の平面は37.6m四方の正方形で、センターコ

ア形式を採用している。北側にトイレ等のユーティ

リティ動線をまとめることで、快適で利便性の高い

スクエアな執務空間を実現した（図1）。B2階で地

下鉄の駅と連絡通路を介して接続し、連絡部にサン

クンガーデンを配置することで開放的な空間を形成

した。

建物の高さ方向には、B3～B1階に屋内駐車場、

B1～2階に共用スペース・商業施設、3・29階に主

要な設備室、4～27階に事務室、28階に展望スペー

スを配置している（図3）。

設備計画としては、各階の設備バルコニーに空調

室外機を設置する各階個別空調方式を採用し、竣工

後の設備更新も各階別で可能とした。また、受変電

設備、非常用発電設備等を3階に配置することによ

り、淀川決壊時においても水没しない計画とし、設

備的にも事業継続性に配慮した計画とした。

免 震 建 築 紹 介

オリックス本町ビル

片山　丈士
竹中工務店

島野　幸弘
同

澤井　祥晃
同

西尾　和哉
同

有田　博
同

写真1 建物外観

表1 建築概要
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3 地上構造計画概要
図-2に基準階床伏図、図4に主要軸組図、図5に

オフィス基準階構造アクソメを示す。4階から上部

のオフィス部分の主架構の構造種別はRC造である。

架構形式はダブルチューブ構造で、外周架構をスパ

ン3.2mのプレキャスト（以下、PCa）RC部材を用

いたラーメン架構、コア部分の内部架構をRC耐震

壁架構としている。また、オフィス床の構造仕様は、

スパン約14mのオフィス床を最も軽量で構築できる

鉄骨梁と合成床版で構成する計画としている。

4 MENSHIN NO.82 2013.11

図1 基準階平面図 図2 基準階床伏図

図3 断面図 図4 主要軸組図
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4 柱型のないオフィス空間の実現
通常、超高層オフィスの主架構はS造であり、外

装材は石やタイルを打込んだPCa板やアルミカーテ

ンウォール等を用いるのが一般的である。その場合、

図6のように外装材の内側に柱型が突出するため、

外壁周辺が有効に活用しにくい床となるケースが多

い。本建物では、「地震力が低減される」という免

震効果を活用し、外周の主架構であるPCaRC架構

をスレンダーで扁平な柱、梁で構成し、かつ、その

構造体を外装PCa板として利用する計画とした。そ

の結果、デッドスペースがなく外壁位置まで有効に

活用できるオフィス空間を創出している（写真2、

写真3）。

5 建築計画に配慮した低層基壇部構造計画
中間階免震として免震材料を設置するB1階は、

駐車場やサンクンガーデンとして利用している。そ

のため、免震材料の設置箇所はできるだけ少ない方

が、建築空間の有効利用の観点で望ましい。そこで、

4階より上階で建物外周部に配置された48本の列柱

を、1～3階のSRC造メガフレームにより12本の柱

に集約し、その直下にのみ免震材料を配置すること

で省スペース化を図った（写真4、図7）。また、低

層基壇部には、その立地条件から、公共性が高く開

放的な空間が要求された。低層基壇部で柱を集約さ

せる構造計画は、上部のファサードに縛られること

なく、都市に対して開かれた空間を実現することに

も大いに貢献している（写真5、写真6）。

6 免震構造計画
免震材料の配置図を図8に示す。中間階免震層に

は、B1階柱頭部に積層ゴム支承を配置する計画と

5免震建築紹介

写真2 柱型のないオフィス空間（１） 写真3 柱型のないオフィス空間（２）

図6 外壁周辺のオフィス空間の比較

図5 オフィス基準階構造アクソメ
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6 MENSHIN NO.82 2013.11

写真4 低層基壇部（外観） 図7 SRC造メガフレーム

写真5 開放的なエントランス空間 写真6 開放的なサンクンガーデン

：： ： ：

図8 免震材料配置図
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し、建物のねじれ変形の防止を目的に、外周部四隅

に剛性の高い鉛プラグ挿入型積層ゴムを配置してい

る。基礎免震層には、建物の長周期化と風荷重時の

変形防止を目的に、摩擦係数の異なる2種類の弾性

すべり支承を採用している。また、大地震時におけ

る免震層の過大な変形防止を目的に、B1階とコア

部耐震壁架構直下にオイルダンパーを配置している。

7 基礎構造計画
免震構造を採用することにより、杭に作用する地

震力も低減される。その効果を利用し、旧建物の既

存の場所打ちコンクリート杭（176本、杭径1,000φ）

を再利用し、地下部分の構造体の鉛直荷重を支持す

る計画とすることで、環境に配慮した基礎構造計画

とした（図9）。また、既存杭は水平耐力が小さいた

め、地上建物の鉛直荷重を支持する新設杭を水平剛

性の高い拡頭場所打ちコンクリート拡底杭（拡頭径

2,900φ）とし、水平力すべてを新設杭で負担させ

た。既存杭の再利用にあたっては、健全性および耐

久性調査を実施し、所要の性能を確保していること

を確認した。

8 おわりに
本建物では、免震構造の特性をさまざまな形で活

用し、魅力的な建築空間を創造できたと考えている。

その最大の成果は、やはり「地震力および層間変形

角の低減」という「免震効果」を活用して、スレン

ダーなRC構造体で建物の外装を構築し、「柱型のな

い付加価値の高いオフィス空間」を実現できたこと

であろう。

最後に、本建物を設計・監理する機会を与えてい

ただいたお客様をはじめ、関係者に感謝するととも

に、今後も、本建物が多くの方々に永く利用される

ことを願う次第である。

（写真はSS大阪清水向山氏撮影）

7免震建築紹介

図9 基礎構造計画概要図
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1 はじめに
国立音楽大学は1950年（昭和25年）に創立し、

半世紀以上にわたって音楽界、音楽教育界に数多く

の著名人を輩出する、伝統のある音楽大学である。

優れた教育環境を常に整えておきたいとの思いか

ら、音楽専攻学生のための演習に特化した新しい施

設―新1号館の整備を行うこととなった。

計画地は、立川市にある国立音楽大学キャンパス

敷地内にある。本計画では、ハイグレードな音響空

間の創設に加え、西方に立川断層が縦断する地域性

を鑑み、地震発生時に危険物となる可能性のあるピ

アノ等の重量楽器から学生の身の安全を確保するた

めの免震構造が求められた。

2 建物概要
所 在 地：東京都立川市柏町5-5-1

用　　　途：大学（音楽演習棟）

建 築 主：学校法人国立音楽大学

設計・監理：株式会社松田平田設計

施　　　工：清水建設株式会社

建 築 面 積：6,049.37m2

延 床 面 積：17,786.64m2

階　　　数：地上4階　地下1階

建 物 高 さ：22.0m

構 造 種 別：鉄筋コンクリート造（一部、鉄骨鉄

筋コンクリート造、鉄骨造）

基 礎 構 造：直接基礎（基礎免震構造）

工　　　期：2010年2月～2011年5月

免 震 建 築 紹 介

国立音楽大学新1号館

藤森　智
松田平田設計

菊地　岳史
同

写真1 国立音楽大学新1号館全景（鳥瞰）
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3 建築計画概要
本建物は音楽専攻学生が個人演習・アンサンブル

演習を行うための総合演習施設である。108室のレ

ッスン室、2層吹抜のオペラ・オーケストラ・合唱

の3つの大スタジオ、各種演習室を有している。音

楽のプロを目指す学生達が思う存分技術と感性を磨

くことのできる「ハイグレードな音響空間」と、そ

の緊張から解き放たれ豊かな感性・知性の涵養を育

む「リフレッシュできる環境」という両極の空間を

近接並置し、学生が限られた時間で集中とリフレッ

シュを効率的に行えるステージとして整備した。

特徴的な階段状の形態は内包する各室の立体的な

ゾーニングや動線を合理的に構築した成果である

が、キャンパスモールの並木や将来構想されている

旧1号館跡のキャンパス広場に充分な日照が得られ

るように配慮した結果でもある。階段形状とするこ

とで各階に屋上庭園を配し、レッスンの合間のリフ

レッシュできる環境を実現した。

また、図1の断面図に示すように、基礎免震構造

を採用し、地階から最上階まで音楽演習室を内包す

る本建物の全ての階に免震効果を期待できるように

した。

4 構造計画概要
主体構造は遮音性に優れた鉄筋コンクリート造と

した。基準となるスパンは南側のレッスン室の基本

グリッドに合わせてX方向4.8m、Y方向7.2mとし、

耐震壁付きのラーメン架構とした。2層吹き抜けと

なる大スタジオ周りに設けられる遮音のための鉄筋

コンクリート造の間仕切り壁を耐震壁として積極的

に利用し、免震建物に必要な水平剛性を合理的に確

保した。特殊な形態及び耐震壁の偏在により上部架

構のX方向の偏心率が大きくなるが（表1）、免震構

造を採用した本建物では、免震層の偏心を抑えるこ

とで解決した。

また、地震時水平力のほとんどを耐震壁に負担させ

ることで（表2）、大スタジオや中央ロビー上部に架

かる約17mのロングスパン梁は長期荷重が支配的とな

るため、鉄骨造として経済的に大空間を形成した。

基礎形式としては、GL-4m程度から出現するN値

50以上の砂礫層を支持層とし、免震ピットスラブを

マットスラブとする直接基礎形式とした。

9免震建築紹介

図1 主要平面図・断面図

表2 水平力分担率

表1 上部構造の偏心率

図2 上部架構解析モデル（部分）
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5 免震システム概要
特殊な三角形断面架構の免震建物の設計にあた

り、建物の重心と免震層の剛心をなるべく一致させ

る配慮を行った。図3の免震装置配置図に示すとお

り、軸力の大きなエリアに柱を多く配置し、軸力の

小さなエリアの柱を間引いて免震支承にかかる面圧

を均等にし、効果的に免震性能を発揮できるように

した。免震装置には、鉛プラグ入り積層ゴム支承、

天然ゴム系積層ゴム支承をそれぞれ54基、65基採

用した。全体の捩れ剛性を高めるために建物外周部

に鉛プラグ入り積層ゴム支承を配置した。また、減

衰力を高めて大地震時の変形を抑制するために、オ

イルダンパーを設置した。オイルダンパーの反力心

が免震層の重心と一致するように各方向4基ずつ配

置した。

これらの計画により、表4に示す十分な長周期化

を図りながら、各ひずみレベルにおける免震層の偏

心率は3％以下を満足した（表3）。

6 時刻歴応答解析概要
時刻歴応答解析は、上部構造の偏心が大きいこと

を踏まえ、各部材の復元力特性を評価した立体モデ

ルを用いて実施した。

表5に地震応答解析のクライテリアを示す。極め

て稀に発生する地震動に対する免震層の許容変位

は、免震クリアランス60cmに対して40cm以下と設

定した。

表6に極めて稀に発生する地震動に対する最大応

答値を示す。設計用地震動は、最大速度を50cm/sに

基準化した既往の観測波を 3波（エルセントロ

1940-NS、タフト1952-EW、八戸1968-NS）、告示波

を3波（JMA神戸1995-NS位相、八戸1968-NS位相、

乱数位相）採用した。

全ての項目で「告示波JMA神戸NS位相」の応答

値が最大となった。免震層の変位は35cm程度であ

り、許容値以内であることを確認した。層間変形角

10 MENSHIN NO.82 2013.11

図3 免震装置配置図

表3 免震層の偏心率

表4 建物の固有周期（秒）

表5 設計クライテリア（極めて稀に発生する地震動)

表6 最大応答値（極めて稀に発生する地震動)
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ットを活かした。

また、基礎免震構造の採用により、地盤からの伝

播騒音が構造体に直接入力することを抑制する。さ

らに全てのスタジオ、演習室を浮き床構造および防

振吊り天井（BOX-in-BOX構造）とすることで、外

部からの騒音を遮断する計画としている。一般の耐

震構造の場合、床荷重の大きくなる浮き床構造は設

計上不利な条件となるが、本計画では積層ゴム支承

の面圧を大きくすることで免震層の長周期化に寄与

し、優れた免震性能を得ることができた。

8 まとめ
音楽大学の演習施設の設計において、ハイグレー

ドな音響空間および特殊な形態の課題を、免震構造

の採用によって合理的に解決し、建物に要求された

様々な性能 ―安全性・機能性・遮音性― を同時に

実現することができた。国立音楽大学施設管財課の

皆様を始め、本建物の建設に関わった全ての方々に

この場を借りて謝意を表します。

11免震建築紹介

は設計クライテリア1/200を大きく下回り、1/3000

以下であった。遮音のためのRC壁が剛性要素とし

て有効に働いたと考えている。

図4にばらつき標準状態の応答解析結果を示す。各

層の応答層せん断力は、弾性限耐力に対して十分に

余裕をもっている。図中「サイト波」は立川断層地

震を想定して作成された模擬波である。極めて稀に

発生する地震動と同等の応答値となり、想定地震動

に対して建物の安全性が確保されることを確認した。

7 遮音性の確保
計画地の南側には騒音源となる鉄道が隣接してい

る。地盤からの伝播騒音によってレッスンに支障を

生じさせないことが求められたが、本計画は免震構

造の特性を活かして、この問題を解決した。

まず、構造種別は遮音性に優れた鉄筋コンクリー

ト造を主体とし、外壁および室間の湿式間仕切り壁

は、遮音上の弱点となりうる耐震スリットを極力設

けない計画とし、外力を抑えられる免震構造のメリ

図4 時刻歴応答解析結果（極めて稀に発生する地震動、ばらつき標準ケース）

写真2 レッスン室 図5 BOX-in-BOX構造のレッスン室
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1 はじめに
GINZA KABUKIZAは、歌舞伎専用劇場としての

機能を更新しつつ、劇場の上にオフィスを併設する

大規模プロジェクトである。第五期 歌舞伎座とな

る低層部は登録有形文化財としての第四期の外観や

内部空間のデザイン、音響効果などをできる限り継

承し、さらに、最新の技術や材料を用いて、時代に

合った最新鋭の劇場として生まれ変わった。本報で

は、長スパントラスで劇場を跨ぐ超高層建物の構造

設計の概要を報告する。

2 建築概要
GINZA KABUKIZAは、地上29階建てで、オフィ

ス用途の高層部と劇場用途の低層部からなる。低層

部と高層部の切替部には、設備中間機械室およびギ

ャラリー、屋上庭園を配置している。

■低層部（1～4階）

歌舞伎座としての劇場部は、客席および舞台空間

を擁する4層にわたる大きな吹抜けを有した空間構

成となっており、建物外観は、銀座の顔としての第

四期歌舞伎座の歴史的景観を継承している。外装は

PC版とGRCを用い、屋根には本瓦、軒先の垂木に

はアルミ材を用いて軽量化を図っている。

■高層部（7～29階）

高層部の基準平面は長辺約70m、短辺約33mの長

方形であり、北側に20mスパンの無柱オフィス空間、

南側にコアを有している。

■切替部（5～6階）

5、6階を切替部と位置づけ、大空間の劇場部分

（低層部）と上部オフィス空間（高層部）のシステ

ムの切替を行っている。構造計画上の観点からは、

後述するメガトラスおよび北側トラスを配置している。

制 震 建 築 紹 介

GINZA KABUKIZA
－長スパントラスで劇場を跨ぐ超高層建物－

川村　浩
三菱地所設計

石橋　洋二
同

諸伏　勲
同

表1 建築概要

写真1 建物外観 図1 建物断面構成
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3 構造設計概要
3.1 構造形式

主体構造　地下：鉄骨鉄筋コンクリート造

耐震壁付きラーメン構造

地上：鉄骨造（柱一部CFT造）純ラーメ

ン構造（制震構造）

基礎形式　直接基礎

3.2 全体計画

劇場を跨いでのタワーとの合築と、その高い耐震

性能を両立するため、地上部は鉄骨造を採用した。

7階以上に超高層オフィスタワー、その足下に高

層部の約2倍の平面規模の劇場が配置されている。

5～6階の切替部にはスパン38.4m、せい約13mのメ

ガトラス2台を配置して高層部南側（コア側）の柱

10本を陸立ち柱としている。これにより高層部の効

率的な基準スパンを実現しながら低層部の大空間を

実現した。

高層部基準階北側の9本の柱は、低層部および地

下の平面計画上の要請から、5階床から9階床にか

けて傾斜させ、柱位置を1.6m移動させる斜め柱と

するとともに、一部の柱を5～6階の北側トラスで

支持する陸立ち架構とした。この北側トラスは、陸

立ち柱を支持するためだけではなく、コア側の2台

のメガトラスと平面的にバランスさせることを意図

している。

地下は低層部の平面形状に対してほぼ総地下とし

て敷地全体に広がっている。メガトラス直下には、

基礎梁と最下層の耐力壁を一体的に利用した壁梁を

設けることにより「メガトラス～低層部～基礎～地

盤」の各部の荷重伝達に配慮した。

3.3 高層部（7～29階）の主体構造

高層部の主架構の構成を図2～5に示す。桁行方

向（X方向）が6.4mスパンを基本とする3構面、張

間方向（Y方向）が20m＋12.8mスパンを基本とす

る10構面で構成される。X方向は均等ラーメンに近

い形式であり、3構面（Y5、Y7、Y10）全体でフレ

ームの剛性、耐力を確保し、中央の構面（Y7）に

は、制震装置を配置し耐震性の向上を図っている。

Y方向は両妻面の6.4mスパンの構面、およびコア

廻りの4構面（X3、X4、X10、X11）を中心として

フレームの剛性・耐力を確保し、制震装置も配置し

て、陸立ち柱を含む構面の地震時の負担を軽減して

いる。

13制震建築紹介
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図3 7階伏図（メガトラス配置）

図2 基準階伏図（制震装置配置）

図4 X方向軸組図（Y7通り） 図5 Ｙ方向軸組図（X3通り）

表2 使用鋼材（主要部）
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X、Y両方向とも制震装置として、履歴系（座屈

拘束ブレース）および粘性系（オイルダンパー）を

併用したハイブリッド制震構造としている。座屈拘

束ブレースは、主に大地震・極大地震における主架

構の損傷低減を目的として、オイルダンパーは、主

架構の損傷低減に加えて、中小地震時や強風時にお

ける揺れの低減、早期収束を目的としている。

3.4 切替部（5～6階）の主体構造

メガトラスおよび北側トラスは、極めて稀に発生

する地震（以下、レベル2地震）時に対して、上下

方向地震動の影響による最大応力を同時に考慮した

場合においても、各部材の応力を短期許容応力度以

下に抑えた設計とし、高い安全性を実現した。

■メガトラス

5階床梁～7階床梁までを一体的に利用するメガ

トラス2台により、高層部基準階、コア側の柱各5

本、23層分の大きな荷重を支持している。1台のメ

ガトラスで支持する長期荷重は Y7 通り側で約

9,000tonである。これに対して、中央部の長期荷重

時（積載荷重考慮）の撓みを30mm以下（部材角で

約1/1200）とすることを設計目標として、充分な剛

性を確保した。

メガトラスによる陸立ち架構の設計に際しては、

長期荷重時に期待する鉛直剛性はメガトラスのみと

する方針とし、上階の建方の進捗に伴い発生するメ

ガトラスの変位量に応じて上部の柱をジャッキアッ

プし、上部架構を水平に保つ施工方法を採用するこ

ととした。

この建方計画の採用を設計時からの前提として長

期荷重時の応力状態を設定することで、上部架構の

基準階としての合理的な設計に寄与すると共に、上

層階の施工に伴って外装等に有害な変形が生じるこ

とを未然に防ぐことが可能となった。

これに加え、陸立ち柱の長期軸力をメガトラスに

確実に伝達しておくことが可能となり、大地震時に

上層部フィーレンディール架構が塑性化した場合に

おいても、鉛直荷重の再配分が起こらず、有害な変

形が生じることの無い架構を実現した（図6）。

また、地震時においては上下弦材のフロア（5、7

階）の床スラブに大きなせん断力の移行が生じる。

そのため、当該スラブを厚さ200mmのスラブとし、

弦材の延長となる近傍の大梁に軸力対応の補強も行

い、メガトラス近傍の大きなせん断力移行に対して

の充分な剛性・耐力を確保した。このスラブの施工

に際しては、メガトラス建方直後の打設とした場合

に上棟までの施工中の弦材の変形にスラブが追随で

きない懸念があった。そのため、当該スラブはメガ

トラスとの接続部に施工Exp.Jを設け、上部架構の

上棟後にメガトラスと一体化する計画を採用し、そ

の健全性に配慮した。

■北側トラス、斜め柱

基準階北側の柱は、5～8階においてY方向に傾

斜させ、柱位置を南に1.6m移動させる傾き約1/14

の斜め柱としている。5～8階は、斜め柱の影響に

より、長期荷重時にもY方向に層せん断力が作用す

る。この長期軸力の水平成分から算定される層せん

断力は約770tonであり、一次設計用せん断力の

21％（5階）と大きく、特別な対応が必要となった。

長期から作用する大きな片寄せの層せん断力によ

り、地震時に塑性化を伴う変形が生じた場合には残
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図6 ジャッキアップによる合理化 写真2 メガトラス建方完了時
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に配慮し、地震時の変形・損傷を抑えた耐震余裕度

の大きい設計とした。具体的には、レベル2地震時

においても主架構が概ね弾性範囲となること、層間

変形角が1/150程度以下となることを設計目標とした。

3.6 主架構の応答性状

代表的なレベル2入力波に対する応答結果（層間

変形角）を図7に示す。切替部はX方向でメガトラ

ス剛性により極めて小さい応答である一方、Y方向

ではある程度の変形によるエネルギー吸収を確保し

ていること、また、重要部の低層階は両方向とも概

ね1/150以下として耐震性に配慮している。

また、低層吹抜廻りや各部のねじれ応答に対して

の検証は、別途立体モデルによる動的解析による慎

重な検討を行っている。

4 まとめ
本報では、メガトラスにより劇場を跨ぐ超高層建

物の構造設計の概要を報告した。メガトラスは、施

工時、常時、地震時までの各フェィズに対しての十

分な配慮と慎重な検証より実現した。

銀座のシンボルとなる歌舞伎座、そしてジャッキ

アップによる変位制御を含むメガトラス構造と、極

めて特殊なプロジェクトの設計、施工と貴重な経験

をさせて頂きました。このような機会を与えて頂き

ましたことを、松竹（株）、（株）歌舞伎座の関係者

の方々に厚く御礼を申し上げます。

15制震建築紹介
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留変形が大きくなることが懸念されるため、当該層

は大地震時の塑性化を極力抑える方針とした。

一方、低層部は極力変形を抑えた設計としている

こと、高層部のY方向は長スパン方向であり、かつ

コア部分がメガトラス上部となっていることから、

Y方向の耐震設計に際しては架構全体としてのエネ

ルギー吸収量の確保も課題であった。そのため、Y

方向の架構は切替部を極端に固めることはせずに、

エネルギー吸収を図る計画とした。大梁には

HBL385を用いることで弾性限界変形を伸ばしたラ

ーメン架構とし、制震装置には残留変形の懸念が無

いオイルダンパーを集中的に配置した。これにより、

長期・地震時に作用する大きな層せん断力に抵抗す

る健全な架構を実現すると共に、地震時における架

構全体の応答性状に配慮した。

3.5 低層部（1～4階）の主体構造

低層部は、メガトラスを支持する柱を有する構造

上の重要な部位である。また、歌舞伎座としての劇

場空間として、床には大きな吹抜やレベル差が多く、

瓦屋根の小屋組、劇場内部の竿
さお

縁
ぶち

天井、業
なり

平
ひら

格子壁、

エントランスの大
おお

間
ま

天井など、劇場内外装を構成す

る複雑な非構造部材との取合いが多い。こうした点

写真4 オイルダンパー

写真3 斜め柱

図7 時刻歴応答解析結果（レベル2地震時層間変形角）
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地震応答が弾性的挙動になり制振効果が低くなるこ

と、大架構自体がコスト高であること、高軸力の柱

が低層部外壁に取り合った場合再現対象である外壁

ファサードの設計自由度が制限されることなどが懸

念された。そのため斜め柱は採用せず、高層部の外

周梁をロングスパンとし、柱をできるだけ少なくし

て低層部内部を貫通させる計画とした。

建 設 地：大阪市北区

用　　　途：事務所・店舗・駐車場

敷 地 面 積：約21,000m2（開発地区全体）

建 築 面 積：約3,570m2（ダイビル工区）

延 床 面 積：約48,200m2（ダイビル工区）

階　　　数：地下2階　地上22階

軒　　　高：97.13m 最高高さ：108.19m

構 造 形 式：鉄骨造・一部鉄骨鉄筋コンクリート造

基 礎 形 式：場所打ちコンクリート杭

建 築 主：ダイビル株式会社

設 計 監 理：（株）日建設計

施 工 者：（株）大林組

工　　　期：2010年10月～2013年2月（29ヶ月）

1 開発計画概要
ダイビル本館は大阪市北区中之島三丁目共同開発

のⅢ期工事として計画されたものである。（Ⅰ期工

事は関電ビル、Ⅱ期工事は中之島ダイビルで、それ

ぞれ2004年、2009年に竣工している。）渡辺節・村

野藤吾設計の旧ダイビル（大正14年竣工）の意匠

を低層部に再現しながら高層部には最先端のオフィ

スフロアを計画することにより、超高層建物として

再生させた。低層部の外装は、旧ビルからレンガ・

石材等を取り外して再利用し、内部空間は旧意匠の

再現を行なった。高層部の外装は石材フィンを外付

けマリオンとした軽快なカーテンウォールとしてい

る。なお、2階以下の部分の西側には、関電不動産

工区の“中之島四季の丘”が隣接しており、構造的

には一体の建物として計画している。

2 建築計画と構造計画
地上部の主な用途は店舗と事務所である。1～6

階は旧ダイビルの外観を再現した低層部となってお

り、1～2階が店舗、3階が機械室、4階の一部が共

用のカフェテリアと会議室、5～6階は事務室とな

っている。7階以上の高層部は事務室となっている。

高層部の外壁面は低層部ファサードに配慮し、低層

部外壁面よりもセットバックさせたものとしている

が、このことにより、必然的に高層部外周柱が低層

内部を貫通することとなる。低層部分の事務室や店

舗の使用上のフレキシビリティを確保する観点か

ら、低層内部空間を貫通する柱をどのように設計す

るかが、構造計画上の課題となった。高層部から降

りてくる外周柱を、低層部の5～6階において斜め

柱とし、大架構を用いて低層部の外周部及びコア側

の柱へ乗り換える案も考えられたが、乗り換え階の

制 震 建 築 紹 介

ダイビル本館
－低層部の保存再生が課題となった超高層建物の構造設計－

石田　大三
日建設計

写真1 北からの全景　東は中之島ダイビル　奥は関電ビル
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3 構造設計の概要
高層部・低層部ともに主体構造は鉄骨造とし、コ

ア部分に速度依存ダンパー（オイルダンパー）を配

置した制振構造として計画した。ただし、低層部の

外周架構については旧ダイビル外壁の石材彫刻との

取り合いを考慮して2階床レベルまで鉄骨鉄筋コン

クリート構造とした。構造設計上高層部分の架構計

画が課題となるが、低層部へ貫通する柱を少なくす

る意図から、コア部以外の外周部分には1100φの

鋼管柱を、最大スパン約19.2mで配置して鉛直荷重

を支持する計画とした。

高層部分および低層部の2～6階の架構形式につ

いては速度依存ダンパー付ラーメン架構、1階につ

いては鋼板壁付ラーメン架構とした。

低層部分及び高層部分の主要な柱は鋼管柱または

角形鋼管柱とし、コア内の一部にH形鋼柱を配置し

ている。高層部分で事務室に面した外周の1100φ

の柱は高軸力となることからコンクリート充填鋼管

構造とした（充填高さは19階まで）。コア部分の柱

は溶接箱形断面柱600～800□または冷間成形角形

鋼管柱600～800□、一部に極厚H形鋼を採用した。

低層部分の外周柱は溶接箱形断面柱600×350□と

した。高層部分の角形鋼管柱はいずれもコンクリー

ト充填鋼管構造とし、19階までコンクリート充填し

ている。外周大梁の設計においては、長期に事務室

内のロングスパン梁を支持し、地震時においては各

階の水平剛性と建物のねじり剛性を確保することが

重要となるため、1100φの柱をつなぐ外周大梁につ

いてはWH-900×600、フランジ厚最大70mmとした。

速度依存型ダンパーはX方向総数72基、Y方向総

数62基をコア部分に配置し、仕様は最大減衰力が

1600kN～2000kN、初期減衰係数562.5～750kN・

s/cm、リリーフ後減衰係数11.2～14.4kN・s/cm、最

17制震建築紹介
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写真2 事務室内観

図1 断面図・平面図
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大速度30cm/sとした。

4 耐震設計と制振効果
検討用地震動としては、告示模擬地震動（3波）、

観測地震動（3波）、地域特性を考慮した模擬地震動

（7波）の計13波を採用した。考慮した地域特性は

上町断層および南海・東南海地震である。

解析モデルは、建物を部材レベルでモデル化した

立体解析モデルとした。地震動の入力方向はX・Y

の2方向とし、一次固有周期はX方向、Y方向、ね

じれがそれぞれ3.11、3.05、2.39秒である。

レベル2地震動での応答結果は、X方向で最大応

答層せん断力がベースシア換算で0.22、最大層間変

形角が1/99、Y方向で最大応答層せん断力がベース

シア換算で0.24、最大層間変形角は1/85であった。

Y方向の架構はX方向に比べて、建物短辺方向であ

り、全体曲げ成分が大きくなること、設置された速

度依存ダンペーの基数が少ないことなどの影響で応

答量が大きくなっていると考えられる。

居室階の床面最大応答加速度は、X方向が告示波

（東北）の22階で6,178mm/s2、Y方向が告示波（東

北）の11階で7,094mm/s2である。各階の分布は図

示したように、高層部では8～18階に上がるに従い

応答加速度が減少し、19階以上は逆に増加していく

傾向である。これは、高次の振動モードの影響によ

るものと考えられ、各地震動において同様の傾向と

なっている。また地動加速度に対する居室階応答加

速度の比率は、X方向告示波八戸で0.63～1.04、告

示波東北で0.60～1.28、告示波神戸で0.53～1.08、

Y方向告示波八戸で0.65～1.17、告示波東北で0.67

～1.46、告示波神戸で0.53～1.26となっており、入

力方向と地震動によりばらつきはあるが、床最大応

答加速度は概ね地動最大加速度の0.6～1.2倍の範囲

内でおさまっており、床の応答加速度も低く抑えら

れている。

5 低層部外装ディテール
旧ダイビルの外壁は、鉄筋コンクリート壁の外側

に煉瓦積を施したものであった。これに対して本計

画は、鉄骨造架構の外壁としてPCカーテンウォー

ルを設け、さらにこの外側に煉瓦を中空積として施

工する方法を採用した。煉瓦の自重はPC版に取り

付けた荷重受け金物で支持し、PC版にアンカーし

たウォールタイで面外への水平変位を拘束してい
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図2 伏図・軸組図
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る。地震時の層間変形が生じた場合、PC版間の目

地部に変位差が生じるが、当該部分の煉瓦目地をシ

ーリングのうえ弾性目地仕上げとし、変位差を吸収

できるディテールとした。この変位吸収機構につい

ては、実大モデル実験を行い、性能を検証している。

なお、今回用いた煉瓦は、旧ダイビルに使われてい

た煉瓦を丁寧に取り外して再利用したものである。

19制震建築紹介
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表1 告示模擬地震動

表2 固有周期

写真3 オイルダンパー取付状況

写真4 煉瓦中空積施工状況図3 最大応答層せん断力係数

図4 最大層間変形角（外周架構）

図5 床の最大応答加速度（告示波）

図6 煉瓦中空積詳細
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2 建物概要
建物の敷地には、建物本体の病院とヘリポート、

調整池、駐車場、玄関前広場のゾーンから構成され

ている。図1に敷地全体の鳥瞰図を、図2に平面ゾ

ーン配置図を示す。

1 はじめに
今回は、東日本大震災で多くの人命を救った病院

の1つである石巻赤十字病院を訪問した。設計を担

当した日建設計並びに施工を担当した鹿島建設の

方々にご案内頂いた。訪問した10月3日は、穏やか

な秋晴れで、院内はもはや震災の面影も感じさせな

い平常の医療業務が行われていた。本建物は、JR

石巻駅から北西に約10km、旧北上川沿いの田園地

帯にある。この場所には2006年2月に新築移転して

おり、巨大地震に備え建物機能を保持することを目

的として免震建築として設計された。わずかその5

年後に東日本大震災に遭遇したが、その直後におい

てもその機能を保持し、災害拠点病院としての役割

を果たしたことが高い評価を受け、当協会「特別賞」

も受賞している。写真1に建物全景を示す。玄関に

は大きな車寄せの屋根があり、震災時には救命用テ

ントを覆い雨天を避けるスペースを与えた。

石巻赤十字病院

免 震 建 築 訪 問 記 85

世良 信次
CERA建築構造設計

猿田 正明
清水建設

浜辺 千佐子
竹中工務店

人見 泰義
日本設計

藤波 健剛
前田建設工業

写真1 建物全景

図1 敷地全景鳥瞰図

図2 平面ゾーン配置図
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病院建物は地下1階、地上7階で、地上1階、2階

にはエントランスホール、外来、診療部門の諸室が

設けられ、地上3階から6階までが主に病室とし、

最上階には非常用自家発電設備などの機械室を設け

ている。免震層は、主に地下1階床下に設けた基礎

免震構造となっている。また、免震層の擁壁周辺に

は非常用排水槽を設けている。下記に建物概要一覧

を、また図3に4～6階病室階平面図、図4に1階平

面図、図5に断面図を示す。

（建物概要）

用　　　途：病院（病床数：402床）

工　　　期：2004年8月～2006年2月

建 築 面 積：10,173m2、延べ床面積：32,486m2

階　　　数：地下1階、地上7階、塔屋1階

最 高 高 さ：26.2m

構　　　造：鉄骨造、免震構造

基　　　礎：節杭地業　RC造マット基礎

建　築　主：日本赤十字社

設　　　計：日建設計

施　　　工：鹿島建設

本建物では、緊急医療体制が常に整えられるよう

にエントランスホールや外来待合室の椅子などの家

具はすべて可動式とし、医療ヤードが確保できるよ

うにしている。また、1階のこれら壁に医療用ガス

の予備アウトレットが各所に設けられている。

設備関係では、電源ルートを2系統とし、さらに

自家発電設備、無停電電源設備を設けている。図6

に電源系統概要図を示す。

3 構造概要
本敷地の地盤は、支持層が約70m以深にあるが、

メタンガスが発生する恐れから表層の砂層を利用

し、液状化と圧密沈下を配慮して摩擦杭と基礎底盤

の支持力を利用したパイルドラフト基礎としてい

る。上部構造は、地盤の条件と上層階と下層階を結

ぶためにトラス構造を要することから鉄骨構造とし

て軽量化を図っている。図7には地盤状況と基礎、

上部構造の概要を示す。

免震層は、建物周辺を1階床下に、中央部を地下

1階床下に設けている。建物周辺部は、免震層と同

じ高さレベルに非常用排水槽を設けているため擁壁

の頭部で弾性すべり支承を配置し、中央部の免震層

と連続した免震層を構成している。免震部材の配置

を図8に示すように、外周の弾性すべり支承の内側

21
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図3 4～6階病室階平面図

図4 1階平面図

図5 断面図

図6 電源系統概要図
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周辺に鋼材ダンパー付き積層ゴム支承と鋼材ダンパ

ーを配置し、さらにその内側に弾性すべり支承と鋼

材ダンパーを、またほぼ中央部に積層ゴム支承を配

置し、全体はほぼ対称に配置している。

免震部材の配置では、地盤の卓越周期（1.40秒）

に対し共振を避けるため比較的長い周期となるよう

に設計している。極めて稀に発生する地震時で3.73

秒、免震支承部材だけで5.39秒となっている。また、

ダンパー量は建物重量に対し約5％となっている。

4 訪問記
今回は石巻赤十字病院から後藤孝浩様、内海勝様、

日建設計から瀬川寛様、玉野和信様、米澤浩二様、

染谷朝幸様、鹿島建設から室井博様、石田博幸様に

ご参加頂き、説明を聞かせて頂いた。以下に説明の

概要を紹介させて頂く。写真2にその様子を示す。

①日建設計の玉野様からの説明（概要）

本建物の設計は、宮城沖地震の発生が予想される

中で対策をどうするかが中心となった。建物は、地

下1階地上7階のS造で外殻をPCパネル造とした。

敷地は、田んぼを造成した場所で、面積が約

30,000m2ある。

基礎工法は、支持層が深くメタンガスの発生の危

険性もあり、杭をどうするかを検討し、パイルドラ

フト基礎を採用した。工期の制約もあり、病院では

珍しいがS造とし、地下は物流や機械設備関係、1

階を外来、2階を手術室・管理部門、3～6階を約

400床の病棟とした。施工期間は18ヶ月を要した。

②日建設計の染谷様からの説明（概要）

免震部材は、天然ゴム系積層ゴム支承、弾性すべ

り支承、鋼製U型ダンパーの組み合わせとした。

設計上の応答変形が大きいため、ダンパー量は

5％とやや多くしている。免震周期は5.39秒（アイ

ソレータのみ）とやや長めにしている。

上部構造では3～6階の病棟と低層階の間にISS

トラスを設置し接続している。架構は、耐震間柱付

のラーメン構造としている。

設計では極めて稀に発生する地震動時に免震層の

最大変位が49cmとなっている。今回の地震では、

けがき計で26cmが記録されていた（図9）。

U型ダンパーに塑性変形が生じ、塗装のはがれと

共に、やや垂れ下がった。U型ダンパー1体を新品

と取り換え、残存性能の確認を行った。この結果、

交換ではなく継続使用ができると判断し、塗装など

の補修対応で済ませた（図10）。

津波による浸水はなかった。これは結果として、
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図8 免震部材の配置図

図7 地盤状況と構造概要断面図

写真2 建物説明状況
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約3mの盛土をしたことによると考えている。地盤

は液状化を生じる恐れがあるため、建物本体、医療

ガス建屋、インフラ引き込み部分、ヘリポートでサ

ンドコンパクション工法による砂杭置換を行った。

入口の大庇は、暴風雪対応であったが、結果とし

て被災者や医療機器などの一時的な雨よけとして役

立った。

設備等においては、電源受電を2系統としており、

早期復旧に役立った。インフラ部の液状化対策によ

りガス等の配管は問題なかったが、供給元の被害の

ため供給がストップとなり、タンクローリー車で搬

送し臨時のガス圧送設備を設けた。

③説明の方々との談義

談義の中、幾つかの質疑にご回答を頂いた。以下

にその一部を紹介する。（Q：質疑、A：回答）

Q：免震の目的として宮城県沖地震を想定されてい

たようですが、実際に発生した地震との違いは

ありましたか？また、想定外のことはありまし

たか？

A：2004年に着工し、建て方が終了した2005年に

震度5強の地震を受けた。骨組みはこれに対し

問題ないことを確認できた。2011年までに同規

模の地震をもう一度受けたが、問題は発生せず、

地震に対しては問題ないと判断した。津波以外

では、特に想定外の状況は生じていない。液状

化対策を施した部分は想定通り効果を発揮した

が、施工領域外とその境界面で沈下による段差

が生じた。ある意味では、液状化対策の効果が

ありすぎたという見方もできる。

計画上は、旧北上川の洪水対策として約3m

の盛土を行った。結果としてこれが津波対策に

も役立った。

建物内部の揺れが比較的強く、エレベータが

停止した。再稼働には保守点検専門者が必要な

停止であったため、復旧に3日間を要した。そ

の間上部病棟階への搬送は、職員のバケツリレ

ー方式を取らざるを得なかった。

中圧ガス設備に関しては、建物設備に問題は

なかったが、供給元の被害のため1か月供給停

止となった。上水は法律上半日分の貯水しか認

められないため、10t給水車2台を手配して対

応した。

Q：病院内にいた方々は、揺れに対する感覚はどう

でしたか？

A：震災の前から何度か地震を経験していたので、

震度3でもある程度揺れることが分かってい

た。今回は、縦揺れが大きかった。

Q：震災時に手術は行われていたのですか？

A：震災時に手術は4例行われていたが、すべて取

りやめ、後日の処置で全員大事には至っていな

い。

Q：多くの震災対策がなされていますが、今回の地震

を受けてさらに考えるべきことはありますか？

A：最近、これだけの大地震であるにも関わらず、

測定された変形が小さすぎるのではないかとい

う意見を受けた。液状化対策に関しても効果が

十二分にあり、もう少し軽減できる手法が望ま
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図9 けがき計の記録図

図10 U型ダンパーの疲労性能曲線と試験結果

写真3 地盤改良境界部の周辺の手すりの沈下
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同沈下等起こさないように配慮した。施工初期

の段階から沈下量の計測を継続して行い、地震

後にも不同沈下などが生じていないことを確認

している。施工上ではこの部分の沈下管理が一

番大変であった。

Q：ユーチューブで「石巻赤十字病院～東日本大震

災 初動の記録～」が公開されていますが、地

震発生すぐから記録がされていることに驚きを

感じます。どのような準備がなされていたので

すか？

A：今回の地震の2日前にも地震が発生した。この

ようなときこそ記録が必要であると判断し、準

備していた。これが効果的に働いた。また、常

に災害拠点としての対応訓練を行っており、こ

れが有効に働いている。

Q：地震後に周辺での地震記録を用いたシミュレー

ションは行っていますか？

A：行っていないが、セルフモニタリングなどは行

っていきたい。

④免震層と建物の状況の見学

免震層と建物周辺を案内頂いた。以下にその様子

を写真で紹介する。
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れる。

しかし、大地震発生後には余震が頻繁に連続

して発生する。その間は部材の取り換え等は不

可能なので、それなりの余力を持たせる必要が

ある。

Q：使用者に免震建築の説明は行っていますか？

A：特に積極的には行っていない。入り口付近に免

震である旨のパネルを展示しているぐらい。年

に1回開催する健康祭りの際に、免震層を案内

するツアーを行っている。

Q：免震化とコストの課題はありましたか？

A：本建物はプロポーザル方式で行った。宮城県沖

地震の発生が30年以内に99％以上と想定され

る中での提案であり、出てきた案は全て免震案

であった。こうなると必然的にスペックは決ま

ってくる。提案では、大地震後の病院機能をい

かに継続させるかをテーマとしており、中小地

震よりは大地震対策に特化した計画となった。

今回の地震時に、6階のパソコンが落下したり、

点滴などの輸液容器が落ちて割れたという報告

が上がっている。しかしながら主要医療設備で

あるMRIやCTなどの高性能医療機器に問題は

全く生じず、医療施設としての地震後の機能維

持は問題なく達成されたと考えている。

被害の主なものは、動きがついて行かなかっ

た部分が考えられる。エキスパンションジョイ

ントや主な設備のパーツの部分などでいくつか

見られた。

Q：免震部材はいかがでしたか？

A：鋼材ダンパーに塗装の剥がれや残留変形があっ

た。抜き取り試験を行いその結果から継続使用

が可能と判断している。

Q：パイルドラフト基礎を用いた理由は？

A：支持層と考えられる洪積層はメタンガスが出る

可能性があり、杭が打てなかった。中間の沖積

粘土層は正規圧密で沈下の可能性がある。最上

層の砂層は一部液状化の可能性があるという3

大問題要素があった。その結果、パイルドラフ

ト基礎を採用した。40mの長さが必要な杭を、

摩擦杭とラフト基礎の併用で30mの杭長に抑え

ている。正規圧密程度の粘土層に対し、十分な

プレロードを与えることができなかったため、

根切り時の土の置き場所も限定して管理し、不

写真4 外来待合室の通常時（下）、地震発生後（上）
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5 おわりに
これまでに訪問した多くの免震建築は、これから

発生する地震に備えるものであった。そのためか

“このように設計している”とあたかも自然現象を

予期しきったような説明ばかりであったような気が

する。今回は想定外と言われた巨大地震を受けた後

で、想定した設計応答との差異を見ることができた。

設計応答がそれを包絡していたこと、次期地震にも

対応可能であることは、厳しい評価もあったと聞い

たが設計者に軍配があったといえる。免震構造とし

たことは建物の機能を守り、多くの被災者の命を守

り充分に目的を叶えたが、ここまで周到な設計であ

りながら、震災後の機能保持には苦労された話を聞

いた。この訪問活動の目的として免震建築の長所を

見て伝えてきたが、それだけでは不十分であること

を痛感した。

帰路、日和山公園に登り被災跡地を眺め、早期に

復興されることを願うばかりである。

最後になりましたが、お忙しい中、貴重なお話を

聞かせて下さり、関係者の皆様に厚く御礼申し上げ

ます。

見学資料）

1）免震構造普及の起爆剤となった病院（第13回日本免震構造協会賞特

別賞原稿）、提供：日建設計

2）Tomoyuki SOMEYA, “Seismically Isolated Hospital Offers Ray of

Hope in Disaster-Ishinomaki Red Cross Hospital-”, 13th WCSI

25

免 震 建 築 訪 問 記 85

写真8 補修後継続使用している鋼材ダンパー

写真7 けがき計の記録の展示

写真6 免震層での説明状況

写真5 免震層の説明看板（免震部材の種類と役割）

写真9 震災後1カ月間掲げられた赤十字旗

写真10 集合写真
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シリーズ免震部材紹介 108

壁部　免震エキスパンションジョイント（ＳＷ，ＭＪ）壁部　免震エキスパンションジョイント（ＳＷ，ＭＪ）

製作・問合先
株式会社ナルコ岩井
TEL:03-5624-1406 FAX:03-5624-1440
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1 はじめに
東北大学・川内北キャンパスにおいて、2013年9

月24日から27日の期間、第13回世界免震・制振会

議（13th World Conference on Seismic Isolation,

Energy Dissipation and Active Vibration Control of

Structures, 13WCSI）が開催された。本会議は、国

際 制 振 学 会 （ ASSISi, Anti-Seismic Systems

International Society）が2年に1度開催するもので、

前回は2011年9月にロシアのソチ市で行われた。筆

者は日本免震構造協会からの理事として会議に参

加し、次の会議を日本免震構造協会の20周年イベ

ントの一つにすることや、2011年の東日本大震災

の経験を世界に発信する貴重な機会であることを

主張し、ASSISi理事会の承認を得て、日本での開

催が実現した。

会議の開催に当たり、日本免震構造協会の中に

組織委員会（委員長：井上範夫・東北大学名誉教

授）と実行委員会（委員長：斉藤大樹・豊橋技術

科学大学教授）が組織された。開催場所は早い時

期から仙台の東北大学で行うことを決定し、東日

本大震災での免震・制振建物の性能を報告する特

別セッションを設けることにした。これに合わせ

て、実行委員会の副委員長を五十子幸樹・東北大

学教授にお願いし、東北大学、東北工業大学、仙

台高等専門学校の若手研究者にも実行委員会への

参加をお願いした。また、東北大学災害科学国際

研究所（IRIDeS）との共催とし、東北大学・川内北

キャンパスの講義棟やホールを会場として使用した。

会議には、日本を含め15か国から210名（うち海

外から60名）の参加があり、論文数は143編、12の

展示ブースが設けられた。また、ブースの一角で

は、東北大学災害科学国際研究所による東日本大

震災のパネルや映像の展示がなされた。

2 会議概要
会議初日の朝9時から開会式が行われ、ASSISi会

長のFu Lin Zhou氏、JSSI会長の西川孝夫氏、運営委

員長の井上範夫氏が挨拶を行った。引き続き、基

調講演として、各国の代表的な研究者が、免震・

制振技術の適用事例や最新の研究成果を紹介した。

井上範夫氏からは、同調粘性マスダンパーや新

たに開発された速度非依存型ダンパーを用いた

第13回世界免震・制振会議開催報告

国際会議部会部会長（13WCSI実行委員長）
豊橋技術科学大学　教授

斉藤　大樹

写真1 会議場（東北大学川内北キャンパス） 写真2 受付の様子
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写真3 企業の展示ブース 写真4 東日本大震災の展示パネル

図1 会議スケジュール

表1 参加国（人数順）
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「変位制御設計」が提唱され、免震建物や超高層建

物などの長周期建物における巨大地震に対する応

答制御に有効であることが述べられた。

Fu Lin Zhou氏からは、2013年4月中国Lushan（蘆

山）の地震における免震建物の挙動や中国の免

震・制振技術の適用事例について講演がなされた。

写真5 開会式会場（マルチメディアホール） 写真6 開会式の様子

写真7 基調講演の講師
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その中で、中国では2012年の時点で約4,000棟の免

震建物があり、その7割が住宅であること、エネル

ギー吸収型の制振構造を採用した建物が約200棟あ

ることが紹介された。

Vladimir I. Smirnov氏からは、ロシアの免震・制

振技術の適用事例について講演がなされた。その

中で、ロシアにはロッキング柱などの積層ゴムを

用いない免震構造も多くあり、総数が約550棟ある

こと、オリンピックを控えたソチ市において高層

の免震ホテルが多数建設中であることなどが紹介

された。

Mikayel Melkumyan氏からは、アルメニアの免震

建物について講演がなされた。その中で、免震建

物は建設中のものを入れると42棟あることや、既

存建物を独自の工法で免震補強していることが紹

介された。

Gianmario Benzoni氏からは、アメリカのカリフォ

ルニア大学サンディエゴ校にある大型実験施設を

用いた摩擦型アイソレーターの実験結果について

講演がなされた。

Alessandro Martelli氏からは、イタリアの免震・

制振技術の適用事例について講演がなされた。そ

の中で、2009年ラクイア地震を契機に免震建物が

急増し、現在では400棟を超えていること、一方で

免震装置の品質管理などの基準が十分でない問題

も指摘された。

Shiang-Jung WANG氏からは、台湾における免

震・制振技術の適用事例や設計法について講演が

なされた。その中で、1999年の集集地震を契機に

免震・制振技術が広く使われ始めたことや、免震

建物と速度依存型の減衰装置を用いた建物はそれ

ぞれ100棟と300棟に達することなどが紹介された。

最後に、笠井和彦氏からは、各種制振装置を設

けた実大架構の振動台実験結果と振動モデルの同

定手法、および東日本大震災における制振超高層

の観測記録と制振効果について講演がなされた。

基調講演のあとの初日の午後、二日目、三日目

の午前には、4つの会場に分かれて、免震および制

振に関する研究発表が行われた。三日目の午後に

は、特別セッション「東日本大震災における免

震・制振建物の挙動」として、日本免震構造協会

の調査報告を中心とした発表が行われた。

なお、三日目の午前にはASSISi総会が開催され、

理事の選出、会計報告、活動報告、次回の会議開

催国に関する協議などが行われた。会議開催国で

ある日本（日本免震構造協会）は自動的に理事に

選出された。次回（2015年）の開催国には米国と

ニュージーランドが立候補したため、今後、それ

ぞれが詳細な企画書を提出し、年内に理事の投票

により開催国を決めることになった。

三日目の午後の特別セッション終了後、閉会式

が行われた。ASSISi のFu Lin Zhou会長からは、ホ

ストである日本免震構造協会の企画・運営に感謝

する旨の言葉があった。最後に、実行委員長の斉

藤大樹が参加者各位の素晴らしい発表と熱心な討

論への感謝を述べ、司会の五十子幸樹氏の音頭に

よる一本締めで会を閉じた。

閉会式のあとには、免震建物の施工現場を視察

するスタディ・プログラムが実施され、翌日には

津波被災地へのオプショナル・ツアーが行われた。

写真8 一般セッションの様子 写真9 特別セッションの様子
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3 アイスブレーカーおよびレセプション
会議初日の夜には、アイスブレーカーとして、

飲み物と軽食が用意された。二日目の夜には、レ

セプションとして、仙台名物の牛タンや、芋煮、

寿司などが用意された。いずれも東北大学マルチ

メディア教育研究棟の大ホールにおいて開催され

た。レセプションは、中島正愛・京都大学防災研

究所教授の挨拶と岡本伸・日本免震構造協会国際

委員の乾杯の音頭により、和やかな雰囲気で始ま

った。余興として、仙台すずめ踊りが披露された。

写真10 懇親会での中島正愛氏の挨拶 写真11 仙台すずめ踊り

写真12 人間環境系実験研究棟の現場見学 写真13 石巻消防本部免震層の見学

写真14 津波対策ビル「マスカー」の見学 写真15 女川の津波転倒ビルの視察
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4 スタディ・プログラムおよびオプショナ
ル・ツアー
会議最終日の閉会式の後には、スタディ・プロ

グラムとして、免震構造として建設中の東北大学

青葉山キャンパスの人間環境系実験研究棟の現場

見学が行われた。参加者は，34名で2つのグループ

に分かれて見学した。

9月27日にはオプショナル・ツアーとして、東日

本大震災における津波被災地の視察旅行が企画さ

れ、28名の参加者があった。最初に、津波を受け

た免震建物である石巻地区広域行政事務組合消防

本部を訪問し、町を一望できる鹿島御児神社の高

台にて昼食後、女川町に移動して、カタールから

の義援金で新しく建設された津波対策を施した冷

凍冷蔵施設「マスカー」を訪問した。その後，津

波により転倒した建物を徒歩で視察した。天候も

よく、充実したツアーであった。

5 まとめ
会議開催の直前に、台風19号が香港を直撃し、

中国からの参加予定者が何人か来日できない事態

になった。一方、日本にも台風20号が接近してい

たが、幸い、東に逸れたため、大きな影響はなか

った。当初、参加費や論文登録費が未払いの参加

者が多く、受付が大混乱することが心配されたが、

幸い、大きなトラブルもなかった。東北大学の緑

に囲まれたキャンパスで、講義棟の多くの教室を

会議室・事務室・展示ブースなどに贅沢に使うこ

とができ、発表時間も一人20分以上を確保した、

ゆとりのある会議であった。発表会場には、常に

多くの聴衆がおり、熱心な質疑が交わされた。海

外からの参加者からは会議の内容と運営に対して

高い評価を頂いた。

本会議は、20周年記念イベントの一つとして、

日本免震構造協会がホスト役を申し出たものであ

るが、免震・制振分野の日本の技術力の高さを世

界に示すことができた意義のある会議であった。

この会議を契機に、免震・制振技術がさらに普及

することを期待したい。

謝辞：実行委員会および協会事務局には、長期に

わたる会議の準備と運営にご尽力頂きました。東

北大学の学生には、会場の準備や片づけ・案内な

どに活躍して頂きました。また、本会議の開催に

は、仙台観光コンベンション協会の支援を頂きま

した。スタディ・プログラムでは、東北大学キャ

ンパスデザイン復興推進室・佐藤工業、オプショ

ナル・ツアーでは、石巻地区広域行政事務組合消

防本部、女川魚市場買受人協同組合、大成建設に

ご協力頂きました。ここに感謝します。
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1 はじめに
日本免震構造協会20周年記念事業の一環である

見学講演会の第2回として平成25年10月18日に大阪

にて「中之島フェスティバルタワー」見学・講演

会が開催されました。

当日は本協会委員、関係者を含め総計51名が参

加されました。関西方面在住の方に加え、東北か

ら九州まで広くから多数のご参加がありました。

2 講演会プログラム
見学講演会は、中之島フェスティバルタワー37

階の会議室「シエル」を会場に、記念事業委員会

広報部会猿田委員の司会進行にて、以下のプログ

ラムに沿って進められました。

1. 主催者挨拶

記念事業委員会広報部会部会長　加藤晋平

2. 建物概要、構造、施工概要の説明

1）ご挨拶

朝日ビルディング　

営業部建設監理セクションマネージャー

田能村明

2）免震採用経緯、設計概要

日建設計　構造設計部　主管

吉田聡

3）施工概要

竹中工務店　

大阪・中之島プロジェクト西地区 計画・品

質グループ長 岡橋稔

3. 施設見学

中之島フェスティバルタワー スカイロビー階

（メガトラス）、免震層、オフィス階、フェスティ

バルホール

4. 講演会

「免震構造のセミアクティブ制御とリアルタイ

ム・ハイブリッド実験」

神戸大学工学研究科　建築学専攻

教授　藤谷秀雄

3 建物概要
「中之島フェスティバルタワー」は長年この地で

大阪の文化・芸術の発信拠点として親しまれてき

たフェスティバルホールを建て替え、商業施設と

オフィスを組み合わせて計画された高さ200mの超

高層複合施設です。昨年秋に大阪の新たなランド

マークとしてオープンしました。

第２回見学講演会「中之島フェスティバルタワー」

竹中工務店
浜辺　千佐子

写真1 外観写真
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建物概要を以下に示します。

建 築 地：大阪市北区中之島2-3-18

建 築 主：（株）朝日新聞社

用 　 　 途：事務所、劇場、店舗等

建 築 面 積：5,725m2

延 床 面 積：145,602m2

階 　 　 数：地上39階、地下3階

構 造 形 式：［高層部］S造（CFT柱併用）、［低層

部］SRC造（一部S造）、RC耐震壁

付ラーメン構造、中間層免震

設計・監理：（株）日建設計

施 　 　 工：（株）竹中工務店

工 　 　 期：2010年1月～2012年10月

当日の見学会では、朝日ビルディング田能村氏

より、大阪の文化・芸術の継承ならびにBCPを大切

に高い耐震性能スペックとしたプロジェクト計画

についてご紹介がありました。続いて日建設計吉

田氏より、構造設計概要ならびに免震構造採用の

経緯についてご説明がありました。座席数2,700席

のフェスティバルホールの大空間の上に貸しやす

いテナントオフィス空間を設ける建築計画に対し

て、下階は耐震壁主体構造、上層階は鉄骨造と剛

性が大きく異なる2つの要素を連結し、双方に高い

耐震性を実現するために、高層階の荷重をホール

外周部に伝達する巨大トラス（ベルトトラス＋メ

ガトラス）と中間層免震構造を採用するまでの検

討経緯、設計概要の説明がありました。

さらに応力伝達・施工性を考慮したメガトラス

部材の設計概要や、中間階免震対応としての耐風

シアピン、中間階免震対応エレベータ、免震層部

分のカーテンウォールの紹介がありました。

続いて竹中工務店岡橋氏より、現場打ち施工で

は国内最大級の深度86mの多段拡径杭の施工、上下

2層にわたる逆打ち施工（地下・地上躯体部、免震

層上下階）の概要説明がありました。

4 施設見学
施設見学は2班に分かれて約1時間にわたり行わ

図1 断面構成

図2 架構断面
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れました。朝日ビルディング田能村氏・市原氏の

ご協力のもと日建設計吉田氏・岡田氏、竹中工務

店岡橋氏・陳氏のご案内により13階スカイロビー

（メガトラス）、免震層、19階オフィス階を見学し、

さらに特別にフェスティバルホールの中を見学さ

せて頂きました。

ダイナミックなメガトラス、柱がなく天井高3m

の広々としたオフィス空間、免震層では大きな軸

力を支える1500角の鉛プラグ入り積層ゴム2個使い

の設置、耐風シアピン等を見学し、最後にフェス

ティバルホールにて幻想的なレンガ積のホワイエ

空間や、荘厳なホール内の雰囲気を堪能しました。

施設見学終了後、会場に戻り質疑応答がありま

した。耐風シアピン挿入の運用方法や免震部材交

換ルート等、多数質疑がありました。

5 講演会
施設見学終了後、神戸大学藤谷教授による「免

震構造のセミアクティブ制御とリアルタイム・ハ

イブリッド実験」と題するご講演がありました。

地震時に免震構造の応答加速度、応答変形の両

方を低減できるような理想的な応答制御を実現す

る手段の一つであるセミアクティブ制御を用いた

国内の免震建物事例の紹介がありました。続いて、

速度に依存しない磁気粘性流体（MR）ダンパーを

用いた各種制御則における実験検証結果の紹介が

ありました。

またコンピュータ・シミュレーションと加力実

験を組み合わせたリアルタイムハイブリッド実験

の概要や、MRダンパーを用いた実験の取り組み、

世界での研究概要のご紹介がありあました。

ご講演後の質疑応答では、MRダンパーの品質管

理の課題など実プロジェクト普及にむけた活発な写真5 免震層

写真4 メガトラス階（スカイロビー）見学風景

写真2 田能村明氏 写真6 ホール内見学風景

写真3 吉田聡氏
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質疑応答がありました。

この後、会場を移して中之島フェスティバルタ

ワー内のレストランにて意見交換会が行われました。

6 おわりに
今回の見学会は中間階免震構造と巨大トラスの

採用により、大ホール、オフィス空間ともに高い

耐震性を実現した中之島フェスティバルタワーに

て行われました。また神戸大学藤谷先生より、先

進的かつ貴重なご講演をいただきました。

免震構造について、また今後のあり方について

も理解が深まる有意義な見学・講演会でした。

最後になりますが、見学会にご尽力いただいた

関係者の皆様に厚く御礼申し上げます。

参考文献

1）阿波野、吉田、岡田：「中之島フェスティバルタワー」、MENSHIN

No.78、2012.11

写真8 講演会会場

写真7 藤谷秀雄教授
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1 はじめに
免震層を中間階にもつ中間階免震建物が増えてき

ている。建築基準法上、中間階免震の免震支承は柱

の一部として取り扱われ、当該建物を耐火建築物と

する場合は免震支承を含む柱にも耐火構造が要求さ

れる。防耐火部会では今までに天然ゴム系積層ゴム

支承、プラグ入り積層ゴム支承、高減衰ゴム系積層

ゴム支承についての耐火性能評価方法を提案し、こ

れに基づく耐火構造の大臣認定取得に向けた手順を

整備することで、多くの耐火構造における大臣認定

品を得ている。その後、防耐火部会ではすべり支承

の耐火性能評価方法についても検討を進めたので、

本報ではその内容について解説する。

2 すべり支承の耐火性能の評価手順
免震支承を含む柱の耐火性能評価の方法は大別す

ると2つの方法がある。1つは加熱試験による方法、

もう1つは載荷加熱試験による方法である。加熱試

験による方法は試験が簡便であるため、防耐火部会

では加熱試験による認定取得方法の策定に注力して

きた。加熱試験による方法は鉛直荷重を載荷しない

状態で標準加熱を行い、耐火被覆を施した積層ゴム

部およびすべり材の表面温度が性能担保温度を超え

ないことを確認する試験である。ただし、加熱試験

での認定においては予め性能担保温度を確認する試

験が必要となる。性能担保温度とは、指定性能評価

機関の評価業務方法書に「別途実施したJIS K 6254

または同等の圧縮強度試験等により求めた性能低下

を起こさないことが明確な温度」と示されている温

度のことである。

防耐火部会では、告示1446号で材料認定を取得し

た様々なすべり支承に対し、多くのすべり支承を代

表できる最も不利な試験体を設定してその性能担保

温度を確認することで、多くの種類のすべり支承が

一度の加熱試験のみで大臣認定試験の申請を可能と

することを目的とした。このため、まず性能担保温

度を確認するための試験体（性能担保温度確認試験

体）は、告示1446号で材料認定を取得したすべり支

承を対象とし、性能担保温度の目標値である150℃

に温度上昇した際に軸収縮量が最も大きくなるよう

に材料と形状を組み合わせた仕様を設定した（軸収

縮量が対象とする全ての支承を上回るように設定し

た結果、試験体は実際の製品とは異なる形状となっ

ている）。性能担保温度の目標値はゴムの加硫温度

を下回り物性に大きな変化が生じない温度として

150℃を設定した。次に、この試験体を用い、長期

許容応力度相当の荷重を載荷した状態で載荷加熱試

験を行い、加熱終了後まで荷重支持性能の確保と、

過大な軸収縮が生じないことを確認することで性能

担保温度を検証した。

3 性能担保温度確認試験体の設定
性能担保温度確認試験体の仕様は、試験体が温度

上昇した際に最も軸収縮量が大きくなるように以下

の手順で決定した。

①積層ゴム部形状は、対象とする支承材の内、鉛直

剛性が最も低くなる形状を選定した。図1に温度上

昇時の軸収縮量に対する鉛直剛性の影響を示す。こ

こで、δを常温時において一定荷重を載荷した状態

での軸収縮量、αを温度上昇時の剛性保持率として

いる。鉛直剛性が低い方が、温度上昇による軸収縮

量（⊿＝（1-α）δ）は大きくなることが分かる。し

たがって、積層ゴム部形状において鉛直剛性が低い

方が温度上昇による軸収縮量は大きくなるため、試

すべり支承の耐火性能評価

池田　憲一
東京理科大学

芳澤　利和
ブリヂストン

藤　雅史
エーアンドエー工事

倉本　真介
大成建設
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験体は鉛直剛性が低くなるように設定した。支承径

は中間階免震で使用が想定される最小径のφ300mm

とし、ゴム層総厚は対象範囲の最大厚の120mm、積

層ゴム部一次形状係数は対象範囲の最小値を下回る

7.1（中心孔考慮）とした。

②積層ゴム材料は、対象とする支承の内、150℃に

おいて最も軸収縮量が大きくなる材料を選定した。

弾性すべり支承および剛すべり支承に用いられて

いるゴム材料については、JIS K 6254「加硫ゴムお

よび熱可塑性ゴムの低変形における応力・ひずみ特

性の求め方」（2003）試験法によって23℃、50℃、

100℃、125℃、150℃、175℃、200℃での圧縮弾性

率の23℃に対する保持率を求めた。試験結果を図2

と図3に示す。

また温度上昇によって生じる軸収縮量は常温時の

弾性率に大きく関連するため、ゴム材料の選定にお

いては圧縮弾性率の保持率と常温時の弾性率を考慮

した軸収縮量評価を行う必要がある。軸収縮量評価

方法を以下に示す。常温時における載荷荷重Nによ
る軸収縮量をRTδ、弾性体の常温時軸剛性をRTKとお
くと、RTδは

（1）

と表せる。

弾性体が温度上昇して軸剛性がTKに低下した時
の、軸力Nによる軸収縮量をTδとおくと、Tδは

（2）

と表せる。TKを常温に対する剛性保持率αを用いて

書き直すと

（3）

軸力Nを支持している弾性体が、常温（RT）から
高温（T）に温度上昇した場合の軸収縮量は（4）式

となる。

（4）

（5）

（5）式を（4）式に代入すると、

（6）

材料の相対評価なので、σ＝1N/mm2、r＝1mmの

定数とし、RTEにJIS K 6254による常温時の圧縮剛性
を代入し軸収縮量の比較を行う。軸収縮量評価とし

て（7）式を用いる。（7）式の単位はmmである。

（7）

圧縮弾性率の保持率と常温時の弾性率を考慮した

軸収縮量評価の結果を図4に示す。150℃において軸

収縮量評価が最も大きくなる材料を性能担保温度確

認試験体のゴム材料とした。

③すべり材の形状は、積層ゴム部と同様に鉛直剛性

が低ければ温度上昇時の軸収縮量が大きくなる。そ

こで、対象とする支承の内、鉛直剛性が最も低くな

る形状として、すべり材の厚を20mm、直径を

116mmを選定した。
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図1 温度上昇時の軸収縮量に対する鉛直剛性の影響

図3 剛すべり支承用積層ゴム材料の圧縮弾性率の温度依存性

図2 弾性すべり支承用積層ゴム材料の圧縮弾性率の温度依存性
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④すべり材の材料については、すべり材の高温圧縮

試験を行い、その結果から高温時の軸収縮量を評価

し、150℃において最も軸収縮量が大きくなる材料

を選定した。すべり材の高温時軸収縮量評価方法を

以下に示す。

すべり材の高温圧縮試験はφ50mm×厚さ4mmの

円盤状のすべり材を基準温度23℃および50℃、

100℃、150℃、200℃の温度状態で40N/mm2まで圧

縮した。

常温時から高温時に至る時のすべり材の沈下量を

評価するため、試験結果は圧縮ひずみ差という指標

を用いた。

圧縮ひずみ差の求め方を図5、図6に示す。高温時

の圧縮ひずみから基準温度23℃時の圧縮ひずみを差

引いて、これを圧縮ひずみ差としている。

図5は基準温度23℃と150℃におけるすべり材の応

力-ひずみ関係を示したもので、23℃と150℃間の10、

20、30、40N/mm2応力時におけるひずみ差を⊿εと

して求め、それを応力値ごとにプロットしたものが

図6の圧縮応力と圧縮ひずみ差の関係である。PTFE

樹脂の高温特性を図7に、ポリアミド樹脂の高温特

性を図8に示す。ポリアミド樹脂よりPTFE樹脂の方

が圧縮ひずみ差が大きくなったため、圧縮ひずみ差

が最も大きくなるPTFE樹脂材料を性能担保温度確

認試験体のすべり材料とした。

4 性能担保温度確認試験
すべり支承の表面温度が150℃以上に達する火災

加熱に対し、長期許容荷重に対する荷重支持能力を

火災終了時まで有していることを確認するため載荷

加熱試験による性能担保温度確認試験を行った。試

39
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図4 積層ゴム材料の軸収縮量評価

図5 圧縮ひずみ差の求め方（1）

図6 圧縮ひずみ差の求め方（2）

図7 PTFE樹脂23℃-150℃間の圧縮ひずみ差

図8 ポリアミド樹脂23℃-150℃間の圧縮ひずみ差
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験体には3章で述べた性能担保温度確認試験体の上

下に厚さ200mmのコンクリート板を設置し、すべり

支承部分には繊維混入けい酸カルシウム板40mmの

耐火被覆を行ったものを用いた。試験体は同じ仕様

のものを2体用意して同じ条件で試験を実施し、再

現性の確認を行った。

試験体図を図9と図10に示す。また、試験体の設

置状況を写真1に示す。試験は、試験体に長期許容

応力度相当の424kN（積層ゴム部面圧6N/mm2、すべ

り材部面圧40N/mm2）を載荷した状態で標準加熱に

よる加熱を実施し、その後、試験体の内部温度が下

降を示すまで炉内で冷却を続けた。

積層ゴム部の長期許容面圧は試験体の圧縮限界強

度に0.3を乗じて求めた。圧縮限界強度はゴムせん

断弾性率1.18N/mm2、一次形状係数7.5（中心孔非考

慮）二次形状係数2.5より（8）式を用いて求めた。

（8）

加熱時間は積層ゴム部表面温度およびすべり材部

表面温度のそれぞれの平均が150℃を超えるように

設定した。その結果、加熱時間は250分となった。

加熱終了後は試験体の内部温度が下降を示すまで炉

内で放冷を続け、試験体記号Aは試験開始後1440分

時、試験体記号Bは試験開始後1740分時に試験を終

了した。なお、試験体記号Bは試験開始後1440分時

に炉の扉を開放し、試験体の耐火被覆材を除去した

後、放冷を継続したため、冷却速度が1440分後から

増大している。

加熱中の試験体軸収縮量は、油圧ジャッキの変位

量と鋼材ジグの熱膨張による長さ変化を補正した補

正軸収縮量によって測定した。また加熱を行ってい

ない状態で試験体の高さ方向の寸法を、試験前未載

荷時、試験前載荷時および試験後載荷時に実測した。

実測にはすべり支承（上下コンクリート板間の距離）

はレーザー距離計、積層ゴム部は鋼製巻尺、すべり
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図9 性能担保温度確認試験の試験体全図

図10 試験体すべり支承部分図

写真1 試験体設置状況（加熱試験前）
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材部は鋼製直尺を用いた。

積層ゴムおよびすべり材の表面平均温度の測定結

果を図11に示す。積層ゴム部表面およびすべり材部

表面の平均温度は加熱開始から3時間以上の時間で

150℃を超えており、性能担保温度を150℃と設定す

る上で、十分な加熱ができた。試験前および試験後

のすべり支承を写真2と写真3に示す。すべり材が圧

縮されている状況が確認できる。

図12に軸収縮量と補正軸収縮量、および載荷荷重

を示す。試験体記号Aと試験体記号Bを合わせて示

しているが、両者は概ねよく一致しており、再現性

が確認できた。試験体記号Bは1740分後において積

層ゴム部表面の平均温度は35.4℃であり、この時の

軸収縮量は11.2mm、補正軸収縮量は12.7mmであっ

た。支承部の実測による軸収縮量は14.6mmであっ

た。収縮速度については加熱中の実測が不可能であ

るため、鋼管ジグの熱膨張による補正を行った補正

軸収縮量を元に算定すると、収縮速度の最大値は

0.26mm/分であった。

5 軸収縮量評価
今回の性能担保温度確認試験結果を用いて、耐火

被覆したすべり支承を含むRC柱の軸収縮量を推定

する。耐火被覆したすべり支承を含むRC柱の耐火

構造認定試験を行う場合、試験体長さは指定性能評

価機関の評価業務方法書より3000mm以上が必要で

あり、ここでは3000mmを試験体長さとする。当試

験で支承部分高さ（384mm）の最大軸収縮量が確

認できていることから、残りのRC柱部分（2616mm）

の軸収縮量については文献から推定する。標準加熱

を受ける無被覆RC柱の載荷加熱試験は2000年に茂

木1）、2008年2）3）と2009年4）に丹羽・瀬川が報告を行

っている。茂木はコンクリートの設計基準強度が高

くなるにつれ軸収縮率が大きくなる傾向を確認し

た。一方、丹羽は設計基準強度Fc120N/mm2と

Fc150N/mm2のRC柱に対して3時間の載荷加熱試験

を行っている。試験荷重は長期許容応力度相当の荷

重としており、冷却後の最終軸収縮量率は1/312で

あることを報告している。この収縮率を用いると

RC柱2616mm分の軸収縮量は8.4mmとなり、支承部

との合計は23.0mmとなる。

評価業務方法書における軸収縮量の制限値は

H/100であり、柱長さ3000mmの場合では30mmとな

り23mmは20％以上の余裕がある。また、収縮速度
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写真2 試験前すべり支承状況

写真3 試験後すべり支承状況

図11 積層ゴムおよびすべり材の表面平均温度

図12 軸収縮量と補正軸収縮量および載荷荷重
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については制限値は3H/1000であり、柱長さ3000mm

の場合では9mm/分となり試験結果の0.26mm/分に対

し十分に余裕があるといえる。以上より性能担保温

度確認試験で得られた軸収縮量と収縮速度は十分に

小さく、荷重支持能力に問題が無いと判断できる。

6 おわりに
性能担保温度確認試験では積層ゴム部およびすべ

り材部の平均表面温度が150℃以上となるまで加熱

を行い、長期許容応力度相当の荷重に対して支持能

力を保持したことから、150℃を性能担保温度とし

て設定したことの妥当性が確認できた。よって加熱

試験で積層ゴム部表面の最高温度およびすべり材表

面の最高温度が性能担保温度150℃を超えなければ、

すべり支承としての耐火性能を確認したこととなる。

すなわち、この性能担保温度を用いることにより

多数のすべり支承の耐火大臣認定取得のための性能

評価が一度の加熱試験で可能となった。

参考文献

1）茂木武ほか：鉄筋コンクリート柱の耐火実験、日本建築学会大会学

術講演梗概集（東北）2000年9月、P85-86

2）丹羽博則ほか：Fc80～180N/mm2級高強度コンクリートを用いたRC

柱の耐火性能（その1 載荷加熱実験の概要）、日本建築学会大会学

術講演梗概集（中国）2008年9月、P253-254

3）丹羽博則ほか：Fc80～180N/mm2級高強度コンクリートを用いたRC

柱の耐火性能（その2 実験結果および耐火性能に関する考察）、日

本建築学会大会学術講演梗概集（中国）2008年9月、P255-256

4）丹羽博則ほか：高強度コンクリートを用いた大断面RC柱の耐火性能、
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実大免震建物の擁壁衝突実験が、2013年8月21日から8月27日にかけて、兵庫耐震工学研究センター（E－

ディフェンス）で実施された。私は最後の27日に参加した。写真1に試験建物の全景を示す。試験体には、地

震応答による性能を確認するために、免震EXP.J、上下動除振床など多くの装置が設置されていた。

試験は想定地震波と観測波を用いて、入力強度を漸増させながら9ケースの入力強度で行い、最後の試験で

衝突を目視できた。各試験ケースの詳細な情報は提供されてなく、スケジュールの概要のみを下表に示す。

試験の進行はケースの順に行われた。詳しい試験条件と結果については、今後の試験報告を参照して頂きたい。

本報告では、衝突前後の状況のみを以下に紹介する。写真2には試験後の建物の全景を示す。

また、写真3には衝突が目視で確認された擁壁部の衝突前の状況を、写真4には衝突後の同じ部位を示す。

目視で確認できた範囲では、水平クリアランスが400mmであったが、衝突による擁壁の変形で免震EXP.J

のかかり代が不足し一部分が落下した。衝突がある場合のクリアランスの設定には擁壁の変形なども考慮す

る必要があることが示された。建物全体は、外装材、窓ガラスなどの損傷はなく、躯体には大きなひび割れ

もなく、ほぼ無損傷に見えた。擁壁自体は、建物に押されて、脚部にひび割れを生じていたが、継続利用の

点では問題ないように見えた。

「E-ディフェンス免震建物実験見学会に参加して」
実大建物の擁壁衝突実験

CERA建築構造設計
世良　信次

表1 8/27の試験スケジュールと試験条件の概要
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今回の試験建物では擁壁の裏側に埋土がなく、実建物と状況が異なっていた。埋土の効果が有利に作用す

るか、不利に作用するか気になるところであるが、衝突の現象を直に観察できたことは、今後の設計に大き

な影響を与えくれた。

写真4 試験後の擁壁部

写真3 試験前の擁壁部

写真1 試験前の建物全景 写真2 試験後の建物全景
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日本免震構造協会普及委員会から、改定された免

震構造設計指針について寄稿するよう依頼がありま

した。そこで、第4版指針（以下、本書という）の

刊行にいたるまでの免震構造小委員会の活動、指針

を貫く基本的な考え方（哲学ともいえます）、そし

て最後に、指針の改定主旨について述べたいと思い

ます。

（1）免震構造小委員会の活動の歴史
免震構造に関する研究開発は1900年ごろから盛ん

に行われていましたが、広く普及するのは積層ゴム

アイソレータが実用化された1980年代初めからです。

1982年に千葉県八千代市八千代台に免震住宅の第一

号が建設されました。それ以降、建設各社のみなら

ずメーカーによる免震構造に関する開発競争の顕在

化がみられました。構造設計、即耐震設計であると

いえる我が国の実情から、可能性が提示された本構

造法に各社が競って参入することは自然の成り行き

であったと思われます。しかしながら、現実の設計

判断の段階ではいくつかの重要な未確認の問題を包

含しており、その安全性評価に大きな誤解を導入す

る恐れがないとはいえない状況であったといえます。

一方、当時の日本建築センターにおいては八千代

台免震住宅の評定以来、20件を超える評定およびそ

れに先立つ研究会がもたれ、行政の立場からの対応

がはかられていました。このような状況において、

科学、技術、芸術のすべての面にわたり、重要な影

響をもつ免震建築の正しい認識と設計者のための有

効なアドバイスを提供することは、学会の当然の使

命であると考えられました。

そこで、当面の問題点と将来の研究発展の基礎と

なる論理構成の明確化、その適正活用法の提示など

を主眼とする「免震構造小委員会」（主査：多田英

之）が1986年11月に設置されました。本小委員会で

は積極的な活動が展開され、1989年には「免震構造

設計指針」が刊行されました。本指針の理念は序文

にみることができます。

「耐震設計を行うには地震入力の推定が基礎とな

るが、現時点においてはいまだ、建築物の建設地点

における地震動を的確に予測することは不可能に近

い。このような不確定な条件下においても設計者は

設計を行ってきた。設計を可能ならしめたものは設

計者の決断と法規制（建築基準法）の存在である。

免震構造は、その機構の特徴により、比較的高い精

度でエネルギー吸収能力の評価が可能である。した

がって地震入力としての基本量は地震動が建物にも

たらすエネルギーとするのが有効である。本書は設

計者の決断を支援するための客観的な判断材料の整

備に重点をおいて作成されている。新構法の可能性

を探るうえでは、設計の本質を認識することが重要

であり、設計手法の形式的な完結性を重視すべきで

はない。すなわち不確定な事実に対して、指針が判

断を示し、設計者の便宜をはかることは極力避ける

べきであると考える。この種の決断は見かけ上設計

を容易にするが、設計者の創造性を奪い、また技術

の進歩を阻害することになるからである。」（免震構

造設計指針初版の序文より抜粋）

初版の刊行以降、免震構造小委員会（主査：秋山

宏）は引き続き免震構造関連技術の収集と開発に努

め、1992年4月には国際ワークショップを「免震構

造技術の最近の発展」と題して主催し、1992年日本

建築学会全国大会においてはパネルディスカッショ

日本建築学会「免震構造設計指針」改定版の刊行について

福岡大学　教授
（免震構造小委員会・前主査）

t山　峯夫
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ンを「免震構造の可能性」と題して行いました。こ

れらの成果を踏まえて、1993年には免震構造設計指

針の改定版を刊行しました。免震構造は高い性能を

明快に実現できる耐震構造における優れた選択肢で

あることが確認され、今や建物規模、形式、維持管

理方式などにおいて通常の建物と比べて何ら特別の

制約を受けるべきものではないことが明らかにされ

ました。

1994年ノースリッジ地震と1995年兵庫県南部地震

では、免震建物の加速度応答が約1/3に低減される

などの免震効果を発揮した一方で、耐震構造では建

築物の継続使用、機能維持が難しく、修復にも莫大

な費用を要するなどの問題が顕在化しました。兵庫

県南部地震以降、免震構造が多く建設されるように

なったのを受け免震構造小委員会（主査：和田章）

では1996年に「免震構造の研究と設計」というシン

ポジウムを開催しました。その後、免震構造の設計

ならびに免震部材の開発などで大きな進展がみられ

ました。これらの発展を反映した免震構造設計指針

の改定版が2001年に刊行されました。

2001年に免震構造設計指針（第3版）を刊行した

後、免震構造小委員会は解散しました。その後、免

震構造の適用範囲の拡大、長周期地震動による応答

評価などの課題が顕在化してきたため、2009年に免

震構造小委員会を新たに設置して、指針の改定に取

り組み、4年間という短い期間で第3版以降の新たな

知見をとりまとめた本書を刊行しました。

（2）免震指針を貫く考え方
本書には、これまでの指針の改定主旨がわかるよ

うに以前の「まえがき」と「序」も収録されていま

す。1989年版の序、1993年版の序においても、以下

に示すような免震構造の設計に関して重要な考えが

述べられています。ご一読いただければ本指針の構

成が他の基準・指針類と異なることをご理解いただ

けるものと思われます。

「建築の設計行為は、一種の創作である」とする

ことに異論を挟む人は少ない。

本会が、「会員相互の協力によって、建築に関する

学術・技術・芸術の進歩を図ることを目的とする」

と定款に掲げているように、より良い建築を生むた

めには学・技・芸の総合が欠かせない。この統合を

担い、充実した建物を作り出す大切な役割を負って

いるのが設計者である。構造設計も建築設計の一分

野であり、設計としての立場が特に変わるわけでは

ない。特に自然災害の多いわが国においては、国民

の生命財産を守るという具体的な目標が示されてお

り、社会的な重責を負わされているといってよい。

これらのことから本会の活動の中でも、建築構造

安全性にかかわる分野が活発であり、多くの設計者

を支援してきた。

しかしながら、これらの具体的支援（諸規準、指

針等）がややもすると、本来の意図に反して“より

良い建物を目指す”というより、“より悪い建物が

できることを押える”ことに重点が置かれているよ

うにも見える。

本指針では設計についてのさまざまな問題点、注

意事項の指摘をしているが、これに比べ、一般のこ

れまでの指針類は“こうすればよい”といった手続

きの一貰性を重視した記述が多い。設計者の判断を

求めるのでなく、むしろ従わせるあるいは依らしめ

るといった色彩が濃いのではないだろうか。これは、

それ相応の社会的背景が存在したことにもよるので

あろう。問題を指摘しても解決の手段を示さなけれ

ば、多くの人が採り上げないし、規準として意味が

ないとする要望が強かったことも否めない。

結果として、一つはほどほどといった数値または

数式を固定し、ほかの一つは本来非常に重要な事項

であっても、これを記述から外すことになる。これ

らが運用される時点で“ほどほど”として決められ

た事柄が、“それでよい”になり、さらに進んで

“それでなければならない”に変貌する。また、記

述のないものは検討しなくてよいとして見逃されが

ちになったり、逆に行ってはならないとなりがちで

ある。

残念ではあるが、“依らしむべし”は、反面より

見れば、設計者の判断を求めないことで、設計の質

を保つとする姿勢である。

このようなことで本来あるべき設計の質が保たれ

るだろうか。本指針作成にあたっての一つの主張は、

これを否定していることである。そのために今まで

の指針の形態からすれば、異なった印象を受けるで

あろう。

本指針は基本的に重要な事項を述べること、およ

び設計に当たって判断を行う際に必要となる多くの

有益な資料を示すことに重点をおいてまとめた。

本指針では、これらの情報をもとに設計者の判断
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を多く求めていると同時に、この判断により建物の

質が変わることを指摘している。重要な判断を自ら

の責任で下せないときは、設計をすべきではないと

考えるべきであろう。

（3）免震構造設計指針改定の主旨
本書は、主として建物を支持し地震時には柔らか

く水平方向に変形できるアイソレータと変位を抑制

し地震エネルギーを吸収するダンパーからなる免震

層を有し、その上に一般の建物（上部構造）を配し

た免震建物を対象としています。

第3版の刊行から現時点までで免震構造にとって

の大きな出来事は、建築基準法の改正（1998年改正、

2000年施行）と東北地方太平洋沖地震（2011年）と

思われます。

建築基準法の改正では、免震構造に関連する告示

なども制定され、免震部材には大臣認定が必要とな

りました。告示では「免震材料」という呼称が使わ

れていますが、本指針では「免震部材」を用いてき

ています。これは、免震構造にとって最も重要な構

成要素であるアイソレータやダンパーを一般の構造

部材と同様に取り扱うべきであると考えているから

です。最近では、免震部材にはさまざまな種類のも

のが実用化され、またその性能も向上してきていま

す。免震部材の多様化は免震構造の適用範囲を拡大

することに寄与しています。一方で、長周期長時間

地震動による免震部材のエネルギー吸収能力に対す

る余裕の確保、断層近傍でのパルス波による大きな

応答変形も懸念されています。免震部材の限界性能

を十分確認したうえで設計に用いることがますます

必要となってきています。

免震建物の地震時応答予測手法として、時刻歴応

答解析のほかに本指針では初版の時点からエネルギ

ー法に基づいた応答予測法を提示してきています。

今回の改定ではエネルギー法に加え、等価線形化に

よる応答予測手法も紹介しています。本書の執筆時

点で発生した2011年東北地方太平洋沖地震による免

震建物の挙動についてもできる範囲で指針の中に取

り込むことにしました。東北地方太平洋地震では、

数多くの免震建物において免震効果が十分に発揮さ

れたものの、免震エキスパンションジョイントや履

歴型ダンパーの一部に不具合があったことなどが報

告されています。また、この震災では津波による被

害が甚大でした。免震建物の対津波設計は今後の検

討課題になると思われます。

免震構造は想定した地震動に対しては十分な効果

を発揮します。免震構造は明快な構造システムであ

り、地震動の特性が建物応答に与える影響は大きく

なります。免震構造に作用する地震動は不確定であ

り、免震建物の設計では適切な余裕を確保すること

が肝要です。想定を超えるような地震動に対しても

上部構造の応答が過大にならないこと、逆に小さな

地震動入力や強風に対しても免震建物の揺れが許容

できる範囲にあることが望まれます。

本書は、設計者の決断を支援するための客観的な

判断材料の整備に重点を置いて作成されています。前

指針から強化された主なポイントは以下の通りです。

・免震部材の特性について、できるだけ最新の知

見の紹介

・長周期長時間地震動などの入力地震動に関する

新たな知見の紹介

・超高層建物の暴風時の応答評価法の紹介

・東北地方太平洋沖地震での地震観測記録に基づ

いた免震効果の紹介

・免震建物の設計例の刷新

本書ではできるだけ新しい知見を取り上げること

を優先したため、前指針に掲載された資料と重複す

る内容は省いている場合もあります。本書は前指針を

補完するものと位置づけて使ってほしいと思います。

本書が、多くの方に読まれ、よりよい免震建物の

実現に役立つことを願ってやみません。

なお、本書は、2001年刊行の第3版指針に比べ90

ページほど厚くなっているにもかかわらず、販売価

格は据え置きです。これは執筆に関わられた関係者

の方々の努力によるものであることを付記しておき

ます。
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1 はじめに
2013年8月30日（金）から9月1日（日）にかけて、

2013年度日本建築学会大会が北海道大学札幌キャン

パスにて開催された。会期は例年どおりの3日間で

あったが、今年度の開催地が北海道であったことも

影響してか、発表題数が7000題超となったという過

去最大規模の大会であった。発表者ほかを合計した

大会への参加人数は、おそらく1万人を超えていた

だろうと思われる。

この大会のメインテーマは「創（つくる）」であ

り、記念行事のひとつとして、奥尻島の北海道南西

沖地震災害からの20年にわたる復興まちづくりをテ

ーマとしたシンポジウムが開催された。建築が未来

を創る力を存分に発揮できれば、3.11の大震災から

も必ず立ち直ることが可能であると強く信じるとこ

ろである。

さて、本稿では、大会にて発表された学術講演と

パネルディスカッションのうち、特に免震構造と関

係の深いテーマを扱ったものを取り上げて内容や感

想について報告する。

2 学術講演
構造部門のうち振動に関する学術講演は同時に6

つの教室を使って行われた。それらのうち、免震に

関しては最大2部屋が割り当てられ、全部で180題を

超える研究が発表された。以下ではセッション名と

ともに内容の一部を紹介する。

主要なアイソレーター・ダンパーに関する性能検

証試験や新たな免震装置の開発について、免震部材

（1）～（11）、免震部材経年変化、すべり支承のセッ

ションにて多数の発表があった。近年の傾向として、

多数回繰り返し加振実験・水平2方向の加力実験・

実大試験体を用いた実験などが精力的に行われてい

るようである。また、中小地震や大地震に際しての

免震性能の向上を目的とした性能可変部材について

多くの研究がなされていた。

免震建物の水平方向の併進挙動以外に着目した研

究について、ねじれ・ロッキングにて発表があった。

また、上下方向の振動に対して有効な免震構造の開

発について、上下免震・床免震にて発表があった。

免震建物の地震時挙動解析には、単純なせん断モデ

ルだけでなく3次元モデルが重要であると再認識した。

多様な免震建物の形態に関する研究が、中間階免

震、免震・制振ハイブリッド構造、戸建免震、滑り

機構、連結ダンパー・座屈拘束ブレースのセッショ

ンにて発表された。中間階免震建物・免震と連結制

振を併用した建物・比較的小規模の免震建物などの

様々な免震建物に対しての検討がなされており、免

震技術の適用範囲がますます拡大しているように感

じられた。

擁壁衝突のセッションでは、免震層の変形が過大

となった場合に生じる擁壁への衝突による衝撃応答

の評価方法などが扱われていた。また、実大建物を

対象とした振動台実験のセッションにおいても、擁

壁への接触を含む実験が行われていた。

3.11の震災に関するものとして、東北地方太平洋

沖地震（1）～（2）では観測記録が様々な観点からまと

められた。津波のセッションでは被害調査のほか津

波荷重を対象とした研究が発表された。免震建物に

作用する津波荷重への対処は難しい問題であり、今

後も研究が増えていくと予想される。

免震建物の応答特性について、上下応答ほか、解

2013年度日本建築学会大会

北海道大学
石井　建
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きか？－

東北地方太平洋沖地震から得られたデータや、南

海トラフ・相模トラフの巨大地震や震源近傍の強震

動についての最新の知見が紹介された。加えて、最

大級の地震への対応策についても提案された。

・免震・制震に対する一般社会の要望

超高層免震建物の取材に取り組んだ経験に基づい

た、免震の専門家以外の視点からの講演があった。

設計者が抱いている懸念の紹介・建築業界への要望

などについて発表された。

・免震技術の課題と新たな取り組み

現在の免震技術の様相についての講演ののち、残

る課題と新たな取り組みとして、長周期長時間地震

動・多次元入力・フェイルセーフ・可動部の安全性

確保・モニタリングシステムなどが紹介された。

・制振技術の課題と新たな取り組み

東北地方太平洋沖地震の経験により明らかになっ

た課題と、それらに対する取り組みについて講演が

あった。特に、制振効果に関するデータ公開・構造

設計の方針・制振改修手法などが紹介された。

以上に紹介した6編の主題解説のほか、趣旨説明、

まとめについても講演があり、討論の時間が設けら

れた。このパネルディスカッションにより、免震・

制振技術の発展や今後の展望について詳しくまとめ

られた。

4 おわりに
大会開催中の札幌は生憎の天気であったが、小雨

の中でも会場付近は多くの来場者であふれていた。

特に、免震構造に関連した発表の会場に関しては、

先述のパネルディスカッション会場、学術講演に使

用された各部屋ともほぼ満席となっていた。これは、

大会参加者の多くが免震構造の普及や発展について

注目していることを示すものであろう。以上で本報

告のまとめとしたい。

49報告
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析・設計手法（1）～（2）、応答評価、免震設計・応答

予測にて発表があった。これらの研究では、地震応

答の予測式のほか設計用せん断力分布など、免震構

造の応答を簡易的に表現する手法が数多く提案され

た。

［原子力プラント］免震構造（1）～（2）では、原子

力施設を対象とした研究が発表された。これらの施

設では一般建物以上に性能を確保することが重要で

あり、実大規模の試験やフェイルセーフ機構の開発

が積極的に行われている。

以上のように、免震構造に関するものに限定して

も多岐にわたる学術講演が行われていた。ここで紹

介しきれない詳細についてはDVD版梗概集を参照

されたい。

3 パネルディスカッション
「免震・制振技術の現状と来るべき大地震への備

え」という主題で、構造部門（振動）のパネルディ

スカッションが開催された。会場には収容人数が最

多である大講堂が割り当てられた。今年度は、免震

構造小委員会と建物の構造振動制御小委員会という

二つの振動関連の小委員会により企画されたもので

あったため、免震および制振に関する充実した6編

の主題解説があった。以下では各主題について講演

内容の一部を紹介する。

・免震技術の東日本大震災前後の様相

免震構造小委員会の活動・免震技術発展の歴史・

地震観測による免震効果の確認などについて講演が

あった。今後の課題として、大地震に対する応答評

価・風荷重や津波荷重への対応などが挙げられた。

・制振技術の東日本大震災前後の様相

制振技術の適用事例・性能目標の与え方・地震時

の制振効果と評価方法などについて講演された。震

災後の免震・制振技術に対する意識調査結果につい

ても紹介され、社会からの高い期待が示された。

・来るべき大地震とは何か －建物はどう対応すべ

写真1 建築学会大会会場 写真2 パネルディスカッション

048-049報告_建築学会大会.qxd  13.11.18 5:27 PM  ページ 49



50 MENSHIN NO.82 2013.11

委員会報告

1 委員会の目的
免震・制振構造の誕生より約30年が経過し、応

答制御技術の発展と共に多くの建物が建設されて

いる。協会のデータベースによれば4000棟以上の

免震・制振建物の設計・施工が確認されており、現

在も年間100棟以上の割合で増加している。

これに並行し、“免震構造に関する調査研究の充

実による設計、施工、部材、維持管理等に対する

技術の向上と安全性の確保を的確に推進・指導でき

る組織（協会設立趣意より）”として1993年に日本

免震構造協会が設立され、以来、20年に亘り“免

震・制振構造を始めとする応答制御構造の適正な

普及を図るとともに、より確実な耐震技術の発展

と安全で良質な建築物の整備に貢献（前同じ）”し

てきた。

この間、1995年の阪神・淡路大震災、2011年の東

日本大震災と2度の大地震を始め数多くの地震を経

験し、成熟期に差し掛かっていると考えられる応

答制御構造も様々な課題が顕在化しており、発生

が懸念されている巨大地震への対応などの課題も

浮上している。これらの地震を経て免震・制振構造

の社会的な認知は進んだものの、一部には必ずし

も正しくない報道が見受けられるなど、正しい理

解に基づく一般社会への普及には一層の努力が求

められている。一方、応答制御構造の研究・設計・

施工を支える研究者・技術者も世代交代の時期を向

え、今後の技術を支える新たな研究者・技術者を育

成することも喫緊の課題である。

このように発展を続ける応答制御構造の中で未

解決な課題、震災により顕在化した課題や社会環

境から発生した新たな課題等の様々な諸問題を5～

10年先を見据えて解決すべき「応答制御構造に関

する近未来問題」として位置付け、課題の抽出・整

理から今後の協会活動への提言・重点活動課題への

集約を行うことを目的とし、近未来問題検討委員

会が2011年4月に特別委員会として設置された。委

員会は約2年間に14回開催され、その成果は2012年

と2013年の通常総会において中間報告及び最終報

告されている。以下では、委員会にて取りまとめ

た成果の概要について報告する。

2 課題の抽出とロードマップの作成
委員会では技術の向上と安全性の確保の観点、

および学術・技術の両面から未解決な課題・新たな

課題を抽出することを試みた。会員企業や研究者

の方々とのヒアリング・意見交換等を通じて課題

に繋がるキーワードを集め、「普及」・「設計」・「部

材」・「施工」・「維持管理」の5つのカテゴリーに分

類・整理を行った。この分類は応答制御構造に係る

協会会員が広範に亘ることに対応したものである。

このカテゴリー分類に加え、抽出された課題の緊

急性や解決までに要する時間を考慮して「直近の

課題」・「近々の課題」・「近未来の課題」の3種類の時

系列による分類も行った。

図1、図2にカテゴリー・時系列に分類された応答

制御構造を取り巻く課題と対策の方向性を提示し

た協会活動のロードマップを示す。各カテゴリー

では、集約された課題をバーチャートで示してお

り、バーの長さが課題解決までの時間を表してい

る。また、各バーチャートの下には個別の課題や

日本免震構造協会の近未来活動に対する提言
－近未来問題検討委員会活動報告－

近未来問題検討委員会

委員長 泰一 鹿島建設株式会社

幹　事 可児　長英 一般社団法人日本免震構造協会

委　員 菊池　正彦 株式会社大林組

木村　雄一 大成建設株式会社

久次米　薫 株式会社日建設計

溜　　正俊 株式会社三菱地所設計

三町　直志 株式会社日本設計
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対策の方向性をキーワード形式で列挙している。

尚、表示したキーワードは充分に吟味されたもの

では無いが、課題や対策の手掛かりとなるものと

考えられたい。

図1 協会活動のロードマップ【普及・設計・部材】
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委員会報告

3 協会活動への提言
作成されたロードマップより、直近から近未来

に亘る課題に対する協会活動の方向性を探る端緒

とするべく委員会提言への集約を図った。結果は

今後の協会活動への提言と対応する重点活動項目

に要約する形式としており、ロードマップと同様

の5つのカテゴリー毎に、以下に示す。

図2 協会活動のロードマップ【施工・維持管理】

3.1 「普及」に対する提言

■重点活動項目

●モニタリングの一層の普及を支援し、データ収集の仕組みを構築すると共に、収集されたデータを整

理・公開する。

●応答制御構造の事例収集と一般社会への情報発信（パンフレット作成、広報活動等）を行う。

●応答制御構造に関する教育現場の支援、技術関係図書の整備および研究助成の推進を行い、その成果

を社会に発信する。

3.2 「設計」に対する提言

■重点活動項目

●複合化・多様化する免震、制振、耐震構造の安全・安心について、応答制御構造として統一的な性能

表示を定義する。

●増大する地震動や津波対策、既存建物の性能向上など、多様化する設計要求に対し、統一的な性能表

示に基づく合理的な設計法を構築する。

●応答制御構造の性能・安全・安心・信頼性を検証し、設計法にフィードバックする。
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委員会報告

4 新たな協会活動に向けて
委員会提言の報告により当委員会の活動は終了

となったが、この提言が協会内の各方面にて充分

に吟味・修正され、近未来問題の解決に向けた新た

な協会活動のスタートに繋がることを期待したい。

協会内には活動の主役となる多くの常設委員会も

存在しており、引き続き課題の解決に向けた会員

各位のご協力をお願いする次第である。

委員会の活動では、多くの方々から多大なご協

力と様々な示唆に富むご意見を頂戴した。当方の

力量不足と時間的な制約から会員皆様のご意見を

十分に反映した提言に至らなかった面も多々あり、

反省するところ大であるが、当委員会の活動が今

後の協会活動、ひいては応答制御構造の発展の一

助となれば幸いである。最後に、当委員会の活動

にご協力いただいた会員各位に深く感謝いたします。

3.3 「部材」に対する提言

■重点活動項目

●多様化する地震動、新たなニーズに対応した高性能な新規部材開発の支援体制を構築すべきである。

●不具合事例の収集・分析・公開を通じ、部材の改良を促す仕組みの構築や免震材料認定制度の改善へ

の働きかけを行う。

●部材の交換要否の実験的裏付けを蓄積し、損傷評価法による交換基準を確立する。

3.4 「施工」に対する提言

■重点活動項目

●設計で想定された免震・制振性能を発揮させるため、設計意図を理解した確かな施工に繋がる技術標

準の改善と技術者の育成を継続的に図る。

●免震・制振改修における施工技術や既存免震・制振部材の交換技術の普及・展開を図る。

3.5 「維持管理」に対する提言

■重点活動項目

●構造（免震／制振／耐震）ごとに、建物全体の構造健全性を左右する部材の残存性能を確認する、統

一的な維持管理手法の開発と普及を行う。応答制御構造の事例収集と一般社会への情報発信（パンフ

レット作成、広報活動等）を行う。

●モニタリング手法を用いて、建物全体の健全性を詳細・直接に確認する技術の開発と普及を行う。
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免震部建築施工管理技術者講習・試験は、今年で14回目となりました。

本年度は、10月13日（日）にベルサール渋谷ファースト（東京）にて行われました。

受験申込者は575名で、受験者は564名でした。受験者数につきましては、平成22年度570名、23年度554名、

24年度501名と四年連続して500名を超え、年々資格者が増えている状況です。

免震部建築施工管理技術者講習・試験は、「施工管理技術者/試験部会」8名と「施工管理技術者/審査部会」

6名が担当しています。

当日のプログラムは、4つの講習終了後に試験（70分）を実施しました。

午前中の講習は、「免震部建築施工管理技術者制度と運用について」を西川会長より、

つづいて「免震構造の一般知識」を谷沢委員、午後の講習は「免震部材の基礎知識」を海老原委員、つづい

て、「免震部施工の要点」を舘野委員長と中村委員が講師を担当しました。審査部会より、古橋委員・中島

委員・丸山委員の応援もあり、滞りなく終了いたしました。その後、資格制度委員会で採点・合否審査を行

い、合格者は、470名と決定いたしました。合否通知は11月5日に送付しました。

また、合格者はホームページに受験番号で掲載されています。合格者には併せて登録申請の受付を行い、

来年の1月下旬には、「免震部建築施工管理技術者登録証」を発行の予定です。

平成25年度免震部建築施工管理技術者講習・試験の実施
および合格者（ホームページ掲載）発表

委員会報告

「施工管理技術者制度と運用」西川会長 講習会受講者の様子

資格制度委員会委員長
長橋　純男
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1 はじめに
免震部材を構成する減衰材（ダンパー）に関す

る技術報告ついては、これまでに、第4回技術報告

会では、免震部材製造者が保有している各種ダン

パーに関する試験データを収集・整理して、これ

らの分析・評価からダンパーの限界性能、基本性

能、各種依存性を明らかにするとともに、ダンパ

ーの性能比較や設計上の取り扱い、施工・維持管

理の留意点等について取り纏めた。また、第5回技

術報告会では、近年の巨大地震の発生に伴い、発

生すると予想される長周期地震動に対して、免震

層が従来の地震動応答に比較して多くの繰り返し

変形を受けた場合に、懸念される免震部材のエネ

ルギー吸収性能に重きをおいた、ダンパーの現状

と課題について報告している。

その後、①ダンパーにおける新たな知見（長周

期地震動、2方向の影響評価等）の継続的な調査・

検討、②応答制御建築物調査委員会　免震構造設

計部会への協力、③防耐火部会　オイルダンパー

耐火性能WGへの協力などの活動を行ってきている

が、特に、2011年3月11日の東北地方太平洋沖地震

では、ダンパーにおいても予想されていた事象の

有無はあるにせよ、変状が報告されており、免震

部材における新たな課題も提起された。

以上から本報告では、①東北地方太平洋沖地震

における鋼材ダンパーおよび鉛ダンパーの被災後

の現状と今後の課題、②南海トラフ沿いを震源と

した長周期地震動（三連動）における各ダンパー

のエネルギー吸収性能評価について紹介する。

2 東北地方太平洋沖地震におけるダンパーの
状況
2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

では、東北・関東地域のみならず震源から700km離

れた大阪においても震度が小さいものの超高層建

築物などが長周期地震により揺れており、広範囲

において、振幅の大小はあるものの免震部材が長

時間の繰返し振幅を受けているものと考えられる。

JSSIのアンケート調査等によれば、基本的には各免

震部材は、免震効果として十分有効に機能したと

云えるが、震災後の免震層の点検において、鋼材

ダンパーの塗装の剥落・ボルトの回転、鉛ダンパ

ーの亀裂等の現象が多くの建物でみられているこ

とから、これらに関する技術的所見および保有性

東北地方太平洋沖地震における履歴系ダンパーの変状
とエネルギー吸収性能評価

技術委員会・免震部材部会・ダンパー小委員会（2013年9月現在）

委員長 荻野　伸行 株式会社熊谷組

委　員 猪口　敏一 カヤバシステムマシナリー株式会社

稲井　慎介 戸田建設株式会社

大家　貴徳 株式会社巴コーポレーション

亀井　俊明 カヤバシステムマシナリー株式会社

北村　佳久 清水建設株式会社

佐竹　知希 株式会社安藤・間

讃井　洋一 日立オートモティブシステムズ株式会社

高岡　栄治 鹿島建設株式会社

中島　　徹 大成建設株式会社

中村　　嶽 株式会社大林組

西本　晃治 新日鉄住金エンジニアリング株式会社

馮　　徳民 株式会社高環境エンジニアリング

安永　　亮 住友金属鉱山シポレックス株式会社

米田　春美 株式会社竹中工務店
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能等について以下に記述する。

2.1 鋼材ダンパー（U型およびループ型）

2.1.1 被災後に確認された現象と対策

鋼材ダンパーに関して被災後に確認された主な

現象は下記の3項目である。

①ダンパーロッドの残留変形（写真2.1）

②ダンパー取付ボルトの回転（写真2.2）

③塗装の剥離（写真2.2）

（1）ダンパーロッドの残留変形

鋼材ダンパーは鋼材が塑性変形することにより、

地震時にダンパーとして機能を発揮する。ダンパ

ーロッドの残留変形はダンパーが地震時にエネル

ギーを吸収したためである。写真2.3は、鋼材ダン

パーUD55×8の性能確認試験における振幅±1cmか

ら±85cmの漸増加力（図2.1）終了後の様子である

が、同様の残留変形が確認できる。このように、

鋼材ダンパーは塑性化してエネルギー吸収を行う

とダンパーロッドに変形が残るが、残留変形が確

認された後も安定した履歴ループのエネルギー吸

収性能を維持することが実験において確認されて

いる。したがって、鋼材ダンパーは必要に応じて

疲労損傷度の確認を行うことにより継続使用が可

能である。

（2）ボルトの回転

ダンパーロッドを固定するボルトは、せん断ボ

ルトとして設計しており、ボルトまわりのクリア

ランスによるガタ付きやループダンパーの端部回

転により、ボルトが回転したと判断される。せん

断ボルトとしての機能を発揮出来るかぎりにおい

ては、急激なエネルギー吸収性能の低下はないと

考えられるが、ボルトの回転が確認された場合は、

初期状態に戻すため、速やかに締め直す必要があ

る。なお、ボルトの回転対策については、ねじ部

に接着剤を塗布することによりボルトを回転しに

くくする方法が確立されており、新規品に対して

有効である。一方、既存品の対策としては、火器

等を使用せずにボルト頭を固定ピース等で機械的

に拘束する方法が有効と考えられる。

（3）塗装の剥離

ダンパーロッド部分の剥離は、地震時にダンパ

ーとして機能を発揮し、鋼材が塑性変形を繰返し

たことによるものであり、ボルト周辺部の剥離は、

ダンパーの繰返し変形に伴って、ボルトの回転や

ダンパーロッドとベースプレートのズレが発生し

たことによる。なお、塗装対策については、現行

仕様よりも変形追従性の良い新塗装が確立されて
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写真2.1 ダンパーロッドの残留変形

写真2.2 ボルトの回転および塗装剥離

写真2.3 漸増載荷終了後

図2.1 漸増載荷試験の荷重-変位関係
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おり、既存品の補修塗装および新規品に適用して

いる。

2.1.2 疲労損傷度評価

鋼材ダンパーの累積疲労損傷度の算定方法には、

①Miner則による検討法②エネルギー吸収率による

検討法③最大変位から簡易的に推定する方法など

が提案されている。また、ダンパーロッド部に疲

労による亀裂が確認される場合には、残存性能が

少なくなっていると判断されるため、速やかに交

換が必要である。例えば、強震記録やけがき計な

どから変位履歴が判る場合は、疲労曲線から各振

幅毎の疲労損傷度を算出し、その総和を累積疲労

損傷度とするMiner則による検討法が利用できる。

図2.2は実際に被災した免震建物（I病院：宮城県石

巻市）のけがき計記録である。この建物のダンパ

ーを回収し、Miner則により検討した結果を表2.1に

示す。試験体の加振試験から求めた、累積疲労損

傷度（7％）とけがき計から算定した累積疲労損傷

度（5％）は良い対応を示していることが解る。ま

た、U型鋼材ダンパーは、水平2方向の繰返し変形

を受けると、残留変形の蓄積によりダンパーロッ

ドと架台が接触するが、この架台接触の評価や、

捩れ変形の影響を考慮した累積疲労損傷度評価も

可能となっている。

2.2 鉛ダンパー

2.2.1 被災後に確認された現象と対策

被災後の鉛ダンパーに発生している現象は、ダ

ンパー本体の亀裂である。JSSIの2009年12月末まで

の集積データにおいて鉛ダンパーを使用している

免震建物は、全国で13％程度といわれており、

6,000台以上の出荷実績がある。このうち、半数強

が今回の地震で震度5以上を経験したと思われる関

東・東北地方に出荷されており、2011年12月時点

における地震後、亀裂に関する情報は約30件ある。

代表的なものを写真2.4、2.5に示す。

（1）亀裂の発生状況

亀裂の形状は変形量によって異なる傾向がある。

変形量が小さい場合は、温度上昇が小さいため形

状変化は少なく、亀裂のみが進展して見える特徴

があり、今回はこのタイプが多く見られた。
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図2.2 免震層軌跡（罫書）

表2.1 ダンパー疲労損傷度検討結果（I病院）
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（2）亀裂の発生原因

微小振幅の繰返しで発生する亀裂の破面には、

疲労破面の特徴である縞状の模様（ストライエー

ション）が確認されていることから（写真2.6）、原

因は繰返し変形による鉛の金属疲労と考えられる。

（3）亀裂対策

鉛ダンパー鋳造部の亀裂対策としては、疲労亀

裂の進展は酸素の影響が大きいことから、鉛表面

へのグリースの塗布が有効であることが確認され

ている。表2.2は、リチウム複合石鹸グリース塗布

後の繰返し加振試験結果と疲労曲線から計算した

繰返し回数を比較したものである。亀裂時繰返し

回数は、微小振幅ほど、その有効性が確認されて

いる。

2.2.2 疲労損傷度評価

鉛ダンパーは繰返し変形を受けると亀裂が生じ、

さらに変形を繰り返すことで最終的に破断に至る

が、破断時繰返し回数は亀裂が発生した繰返し回

数の30倍～40倍であることが確認されている（図

2.3）。

亀裂が発生した鉛ダンパーの残存性能の予測は、

図2.4に示すように亀裂が発生した鉛ダンパーの亀

裂深さ（比）から降伏荷重比、およびエネルギー

残存率を推定することが可能である。

また、鋼材ダンパーと同様にMiner則を用いて、
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写真2.4 関東の建物で確認（深さ：約3mm）

写真2.5 東北地方の建物で確認（深さ：約7mm）

写真2.6 疲労破面に見られるストライエーション

表2.2 グリース塗布後の試験結果

図2.3 鉛ダンパーの疲労試験結果
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亀裂発生を考慮した累積疲労損傷度を評価するこ

とができる。表2.3は実際に被災した免震建物（E

ホテル：宮城県大崎市）から回収した鉛ダンパー

の繰返し試験結果とシミュレーション解析から、

Miner則により累積疲労損傷度（D値）を推定した

ものである。これらの結果から、回収された鉛ダ

ンパーの残存性能は新規品と比べても相当残って

いたと推定される。

2.3 地震後の維持管理（点検方法）

被災した免震建物の鋼材ダンパー、鉛ダンパー

の点検方法は、図2.5に示すように免震建物点検技

術者による一次判定および設計者が主体となり実

施する二次判定の2段階による判定を行う。一次判

定は、地震後の応急点検において目視により異常

が認められる場合の、詳細点検における寸法計測

を含めた点検であり、一次判定において管理値を

超えた場合には、二次判定において、免震層の変

位履歴や亀裂・形状変化などから保有・残存性能

を確認し、その交換の要否を検討する。表2.4、2.5

に各ダンパーの点検細則の抜粋を示す。
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図2.4 亀裂深さ比と降伏荷重比、エネルギー残存率の関係

表2.3 Miner則におけるD値の推定

図2.5 鋼材・鉛ダンパーの維持管理フロー

表2.4 鋼材ダンパーの詳細点検細則（抜粋）
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3 長周期地震動における各種ダンパーのエネ
ルギー吸収性能評価

3.1 はじめに

長周期地震動による免震建物の応答性状に関し

て、平成23年度建築基準整備補助金事業「42超高

層建築物等への長周期地震動の影響に関する検討」

の建物WG免震SWG（日本免震構造協会）におい

て検討されている。そこでは、作成した長周期地

震動を用いて様々な免震建物の応答値を求め、免

震建物の安全性の検討を行っている。

本小委員会では、免震SWGで行われたモデル建

物の解析結果の免震部材のエネルギー吸収に関す

るデータを入手し、免震部材の健全性の検討を行

った。以下にその概略を示す。

3.2 検討用入力地震動

検討に用いた地震動はすべて、東海・東南海・

南海地震の3連動地震による地震動である。表3.1に

地震動の一覧表を示す。

3.3 検討用建物

平成23年度の検討では、表3.2の22棟のモデル建

物で行っているが、今回の免震部材のエネルギー

吸収性能の検討においては、表中の着色されてい

る建物10棟について実施した。

3.4 鋼材ダンパーのエネルギー吸収性能

（1）検討対象

検討対象の建物および入力地震動は、免震SWG

において検討を行った応答解析の時刻歴応答変位

を基に、鋼材ダンパーが使用されている建物3棟

（U型ダンパー：2棟、鋼棒ダンパー1棟）について

検討を行った。各建物ごとに、4サイト×2レベ

ル＝8ケースの入力地震動を検討しており、その中

で最も応答変位が大きいサイトの応答について、

平均（AV）および平均＋標準偏差（SD）の2レベ

ルを検討対象とした。建物および入力地震動の概

要を表3.3に示す。

（2）検討方法

疲労損傷度の算定方法は、時刻歴応答変位をレイ

ンフロー法により振幅毎の繰り返し数に計数し、疲

労曲線から各振幅毎の疲労損傷度を算出してその総

和を累積損傷度とするMiner則を用いた。U型ダン

パーの疲労曲線を（3.1）式および図3.1に、鋼棒ダ

ンパーの疲労曲線を（3.2）式および図3.2に示す。
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表2.5 鉛ダンパーの詳細点検細則（抜粋）

表3.1 検討用入力地震動一覧

図3.1 U型ダンパーの疲労曲線（UD45×4）
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（3.1）

ここにhはダンパー高さ（UD45はh＝284mm）、

δは変位振幅、γtは全変位振幅δtをhで除して無次

元化した値、Nfは破断までの繰り返し回数

（3.2）

ここにyは破断までの繰り返し回数、Xは変位振

幅（片振幅cm）

（4）検討結果

鋼材ダンパーの疲労損傷度の検討結果を表3.4に

まとめる。鋼材ダンパーの疲労損傷度（D値）は平

均（AV）に対して0.040～0.144、平均＋標準偏差

（SD）に対して0.176～0.481となっている。

3.5 鉛ダンパーのエネルギー吸収性能

（1）検討対象

検討対象は、表3.2に示すH-4（OSKH02-AV、

OSKH02-SD）、E-2（SZO024-AV、SZO024-SD）と

する。
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表3.2 モデル建物リスト

表3.3 検討対象の建物と入力地震動

図3.2 鋼棒ダンパーの疲労曲線（70φR285（L））
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（2）全振幅頻度分布

上記地震動の変位応答波形の全振幅頻度分布

（1cm刻み）を図3.3に示す。いずれのケースも全振

幅区間5cm程度までの頻度が多い。

（3）鉛ダンパーの破断時繰り返し回数

鉛ダンパーの一定振幅連続加振時の片振幅と破

断時繰り返し回数の関係より、全振幅と破断時繰

返し回数の関係を図3.4に示す。これによると、鉛

ダンパーの破断時繰り返し回数はダンパー種類に

関わらず式（3.3）で表現できる。

（3.3）

ここに、

Nd：破断時繰り返し回数、δ：片振幅（mm）、∆：

全振幅（mm）

（4）疲労損傷の検討

疲労損傷度の算定方法は、鋼材ダンパーと同様

に時刻歴応答変位をレインフロー法により振幅毎

の繰り返し数に計数し、Miner則を用いる。なお、

レインフロー法では半周期で1回とカウントしてい

るため、各振幅における疲労損傷度Diは次のよう

に求めた。

（3.4）

Di：各振幅における疲労損傷度

ni：頻度データから求めた繰り返し回数

Ni：疲労曲線から求めた破断までの繰り返し回数。

鉛ダンパーの疲労損傷度の検討結果を表3.5にま

とめる。地震動が平均（AV）の場合、疲労損傷度

（D値）は0.04～0.05、降伏荷重比は0.97であり、平

均＋標準偏差（SD）の場合では、疲労損傷度は

0.17～0.18、降伏荷重比は0.88～0.89となっている。

3.6 オイルダンパーのエネルギー吸収性能

オイルダンパーは、温度上昇や繰り返し回数に

よって、エネルギー吸収性能は変化しないことは

知られている。しかし、単位時間当たりの入力熱

量がオイルダンパーの熱容量を超え、外壁温度が

上昇していくと作動油の滲み出しが生じるという

知見があるので、 限界状態としては、温度上昇に

よる油漏れが想定される。また、時刻歴応答で入

力エネルギーを算出し、温度上昇予測式を用いて
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表3.4 疲労損傷度検討結果

図3.3 全振幅頻度分布

図3.4 鉛ダンパーの振幅と破断時繰り返し回数の関係
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外壁温度が許容値以下に入ることを確認すること

が可能である。この時、設計限界温度は，タンク

室の油量には余裕があるので直ちに減衰低下は生

じないため、現状は余裕を見て外壁温度80℃（メ

ーカーの一例）を許容値としている。

以上から長周期地震動におけるオイルダンパー

のエネルギー吸収性能評価は、オイルダンパーの

温度上昇について検討する。

（2）検討対象

検討対象は、表3.2に示すJ-1（OSKH02-AV・SD、

AIC003-AV・SD、KGIN AV・SD、SZO024-AV・

SD）とする。

（3）検討方法

風および地震応答における温度上昇のシミュレ

ーション解析は、式（3.5）により推定が可能であ

る。なお、温度測定を対象とするオイルダンパー

の温度は表面温度とし、その温度分布は常に一様

とする。

（3.5）

ここで、

t：温度［℃］ ta：周囲温度［℃］ ti：初期温度
［℃］ V：体積［m3］ F：表面積［m2］ ρ：密度

［kg/m3］

CP：比熱［kJ /（kg・℃）］ C：熱容量＝VρCp
［kJ/℃］ U：熱伝達係数［kJ/（m2・h・℃）］
K：放熱係数＝U F［kJ/（h・℃）］ Q：発熱量
［kJ/h］ τ：経過時間［h］

（4）検討結果

オイルダンパーの温度上昇の検討結果を表3.6に

示す。

オイルダンパーの温度上昇では、地震動として

平均（AV）を用いた場合25.8～56.8℃であるが、
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表3.5 長周期地震動に対する鉛ダンパーの疲労損傷度検討のまとめ

表3.6 オイルダンパーの温度上昇検討のまとめ
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平均＋標準偏差（SD）を用いた場合35.6～104.8℃

となり設計限界温度80℃を超えている。なお、

1000KNダンパーの温度上昇実大試験では、総摺動

距離114m、総入力エネルギー量65798KN・mの加

力試験で最大表面温度は106℃となっているが、実

際は余裕度があるため実験ではオイル漏れ等は発

生していない。

4 まとめ
東北地方太平洋沖地震では、鋼材ダンパーおよ

び鉛ダンパーに変状がみられ、既存の知見および

新たな試験や解析検討により、各免震部材の保有

性能や残存性能評価法、維持管理の管理基準値

（案）を提案している。なお、詳細については、応

答制御建築物調査委員会　免震構造設計部会ダン

パーWG報告書を参照されたい。

しかし、これらの方法や基準値は、各章に記載

の検討課題の他、2方向加力による影響など、未だ

幾つかの課題を残しているため、本小委員会にお

いて、今後更に検証を進めていく予定である。

また、南海トラフ沿いを震源とした長周期地震

動（三連動）における各ダンパーのエネルギー吸

収性能評価を行い、鋼材ダンパーや鉛ダンパーの

疲労損傷度およびオイルダンパーの温度上昇につ

いて検討した。

検討対象建物の実際の建設地と地震波とは、必

ずしも一致していないが、免震層の設計によって

は、標準偏差1σを考慮した場合で、鋼材ダンパー

の疲労損傷度（D値）は0.5程度、鉛ダンパーで0.2

程度となり、オイルダンパーの温度上昇も80℃を

超える場合がある。したがって、本震だけでなく

余震などを考慮すれば、更に厳しい条件になるこ

とも予想されることから、長周期地震動の影響が

ある地域については、設計時にダンパーのエネル

ギー吸収性能（疲労損傷度や温度上昇など）を考

慮した評価予測が重要と考えられる。

5 あとがき
ダンパー小委員会では、材料認定を取得し、免

震構造に一般的に用いられているダンパーについ

て、基本性能の他、製作・施工・維持管理や交換

基準・交換方法、エネルギー吸収性能評価等につ

いて最新の知見を踏まえ検討している。また、新

たに顕在化した課題の解決についても取り組んで

おり、これらのデータは、今後の免震部材の開発

や、免震構造の設計において有用な資料となるも

のと考えている。

謝辞
各部材のデータの提供・整理および各種の解析

検討においては、各委員と免震部材メーカの方々

の他、福岡大学　高山教授に多大なるご協力を頂

きました。ここに深く謝意を表す次第であります。
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65理事会議事録

上半期の入会は、第1種正会員2社・賛助会員8

社・第2種正会員3名、退会は、第2種正会員6名・

賛助会員3名、他に会員種別変更などがあり、現在

の会員数は、名誉会員1名・第1種正会員92社・第

2種正会員210名・賛助会員90社・特別会員7団体

となった。

2）協会賞の応募について

功労賞2件、作品賞12件、技術賞4件、普及賞2

件の応募があった。作品賞については、12月中旬ま

でに現地調査を行い、技術賞は、12月にヒアリング

を行う予定である。

3）免震部建築施工管理技術者講習・試験について　

………………………資料②

免震部建築施工管理技術者制度は、平成12年に

スタートし、現在の資格者は3342名となった。本

年度は、10月13日（日）にベルサール渋谷ファー

ストで実施し、564名が受験した。受験者数が、平

成22年570名、23年554名、24年501名と四年連続

して、500名を超えている。毎年、会員会社の大成

建設・鹿島建設・竹中工務店・清水建設・大林組の

受験者が半数を占めている。また、非会員会社の受

験者は、一割から二割となっている。

4）創立20周年記念事業について ………資料③

①見学講演会報告

5月14日「東京駅丸の内駅舎保存・復原」と10月

18日「中之島フェスティバルタワー」

②第13回世界免震・制振会議（9/24-9/27）の報告に

ついて

仙台の東北大学川内北キャンパスにて開催した。

参加者は、200名で国内140名・海外60名であった。

参加国は、日本の次に多かったのが中国の27名で

あった。キーノートスピーチは、井上先生・笠井先

生・スミルノフ氏、メルクミアン氏含めて8名。特

別セッションは、3.11の報告、展示参加企業は11社

であった。収支については、収入814万円・支出

975万円・収支差額▲161万円であった。補填は、

創立20周年記念積立預金より取崩し充てる。

今回の会議は、国際委員会の委員をはじめ、東北

大学・東北工業大学・仙台高等専門学校の先生方・

日　時 平成25年10月23日（火）15:00～16:20

場　所 明治記念館　1階「松の間」

東京都港区元赤坂2-2-23

出席者 会　長：西川孝夫

副会長：深澤義和、池永雅良、丑場英温

専務理事：可児長英

理　事：安達俊夫、大熊武司、大八木邦彦

小谷俊介、壁谷澤寿海、北村春幸

沢田研自、鈴木重信、島c和司

谷口　元、西村　功、能森雅己

野中康友、山口昭一、山崎眞司

監　事：市川　康、梅野　岳、竹内　徹

事務局：小林哲之、佐賀優子

欠席者 理　事：石川孝重、曽田五月也、常木康弘、

細澤　治、和田　章

配布資料
資料①　会員動向について

資料②　免震部建築施工管理技術者講習・試験について

資料③　創立20周年記念事業について

資料④　性能評価事業について

資料⑤　上半期収支報告について

資料⑥　出版物のご案内について

資料⑦　新入会員及び委員委嘱の承認について

資料⑧　創立20周年記念事業／今後の事業計画について

資料⑨　次回の理事会開催日について

◇開　会
定刻になり、事務局より開会が告げられ、引き続

き、西川会長の挨拶があった。

◇定足数の報告
事務局より、本日の理事会は理事の過半数の出席

（出席20名／総数25名）があり、定足数を満たして

いるので、理事会が成立する旨が告げられた。定款

第34条により西川会長が議長となった。

◇議事録署名人
定款第37条により、西川孝夫代表理事と出席監

事の市川　康監事、梅野　岳監事、竹内　徹監事の

3名が議事録署名人になった。

◆報告事項
1）会員動向について………………………資料①

平成25年第1回 理事会議事録
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学生の強力な支援のお陰で盛会に終了した。

③学生アイデアコンペの実施

課題は、『免震・制振はもう古い？？～生き延び

る建築・街づくり』

賞および表彰ありで、応募の事前登録は11月22日、

提出期限は2014年2月28日、結果通知は3月末を予

定している。

④会員名簿サインボード制作について

第1種正会員・第2種正会員・賛助会員の会員名

を載せたサインボードを制作中で、事務局（JIA館

2階）の入口に取り付ける予定である。

5）性能評価事業について …………………資料④

本年度上期は、構造新規10件・変更12件、材料2

件となっている。消費税の絡みで、若干件数が伸び

悩んでいるが、構造新規の累計は26件を予想して

いる。性能評価委員は、材料性能評価委員会委員長

の寺本隆幸氏が退任し、b山峯夫氏が委員長となっ

たほか、委員1名の交代があった。

6）上半期収支報告について………………資料⑤

4月から9月までの上半期は、経常収益計8,214万

円・経常費用計5,303万円、9月末現在の増減額は、

2,911万円である。経常収益については、会費収入

4,271万円、事業収入3,799万円で、事業収入の内訳

は、技術者認定事業収入1,966万円と性能評価事業

収入1,251万円、普及啓発事業収入他が582万円。

経常費用については、事業費支出4,341万円、管理

費支出962万円であった。

予算比は、経常収益73％、経常費用45％であった。

7）出版物のご案内について ………………資料⑥

4月に、「免震エキスパンションジョイントガイド

ライン」と「考え方進め方免震建築の英語版」、6月

に「免震建築の基本がわかる本」、7月に「免震構造

施工標準2013」を刊行した。

8）賀詞交歓会開催について

平成26年1月16日（木）18:00より、会場は明治

記念館「若竹の間」にて開催する。案内は、12月上

旬の予定である。

9）その他

・「パッシブ制振構造の設計・施工マニュアル」講習

会を、11月1日（金）に食品衛生センター5階講堂

にて開催する。定員は100名で、現在受け付け中

である。

◆審議事項
第1号議案　新入会員及び委員委嘱の承認について

……………資料⑦

事務局より、賛助会員2社の入会と、各委員会委

員委嘱11名について説明があった。審議に入り異

議なく承認された。

第2号議案　創立20周年記念事業／今後の事業計

画について　　　　　　　　 ……………資料⑧

平成26年3月に「学生アイデアコンペ」審査、4

月に「東北大学免震棟記念見学講演会」、記念講演

会については、9月開催を調整中である。11月に、

記念特集号を発刊予定である。審議に入り異議なく

承認された。

なお、西川会長より、記念講演会の講師について

は、理事及び監事からも是非推薦をしていただきた

い旨のお願いがあった。

第3号議案　次回の理事会開催日について…資料⑨

事務局より、候補日として平成26年3月13日（木）

15:00からとの提案があり、異議なく承認された。

第4号議案　次期役員改選案について

次期役員改選案については、次回の理事会で諮る

ことが承認された。

以上ですべての議案の審議並びに報告を終了した。

◇閉　会

平成25年10月23日

議　　長　　　西川　孝　夫

議事録署名人　市川　　　康

議事録署名人　梅野　　　岳

議事録署名人　竹内　　　徹
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67性能評価及び評定業務

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、性
能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。
ここに掲載した性能評価及び評定完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価及び評定を完了し、

申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建築
材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免震構
造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令第
59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60mを超える
超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料の建築材料の性能評価

◇業務区域
日本全域とします。

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分）原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 山　峯夫 （福岡大学）
副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 曽田五月也 （早稲田大学）

山崎　真司 （東京電機大学） 委員 田村　和夫 （千葉工業大学）
委員 小山　信 （建築研究所） 西村　功 （東京都市大学）

島 和司 （神奈川大学） 山崎　真司 （東京電機大学）
瀬尾　和大 （東京工業大学）
曽田五月也 （早稲田大学）
田才　晃 （横浜国立大学）
中井　正一 （千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価及び評定業務
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　　FAX:03-5775-5434 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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95委員会の動き

（2013.7.1～2013.9.30）

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は7/9、9/10に開催

された。本年度の運営課題であ

る会員制度の見直し及び倫理規

定制定については会務ワーキン

グで検討を進めることとした。

また、近未来問題検討委員会と

審議員会からの提言については

10月以降検討することとした。

東京以外の地域での講習会の実

施について、普及員会に提案す

ることとした。20周年記念事業

の進捗、免震部施工監理技術者

講習・試験、協会賞応募状況、

免震構造施工標準2013刊行など

を確認した。

技術委員会
委員長　北村　春幸

応答制御建築物調査委員会に

おいて、東北地方太平洋沖地震

の被災調査から免震構造の課題

が明らかになったが、その対応

策について技術委員会の各部会

で引き続き検討が行われていま

す。継続的に行われる地道な検

討が、免震構造の品質を高め、

社会から高い信頼性を得ること

につながります。技術委員会諸

氏の努力に感謝します。

免震設計部会
委員長　藤森　智

●設計小委員会

委員長　藤森　智

津波避難ビルガイドラインに

示されたモデル建物をベースに、

各種免震デバイスを用いた免震

建物モデルを作成した。その免

震モデルについて許容津波荷重

を算出し、各種免震デバイス毎

の比較を行った。また免震接合

部の設計において、積層ゴム支

承のフランジプレート厚さの影

響がかなりあることから今後検

討テーマとすることとした。

●入力地震動小委員会

委員長　久田　嘉章

2013年 7月23日に第80回、9

月30日に第81回の入力地震動小

委員会を開催した。近日に発行

予定の「免震建築物のための設

計用入力地震動作成ガイドライ

ン」の原稿の最終確認と、2014

年 1月14日開催予定の講習会の

内容確認を行った。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

①「免震層の簡易風応答評価

方法のExcel版解析ソフト」試作

版で耐風設計指針の計算例を検

証した。

②「粘性ダンパーを考慮した

簡易応答予測法」の適用範囲の

追加検証で、最新の長周期・長

時間地震動情報により検討を継

続中。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

「耐風設計指針」の更新にむけ

て、資料の作成・収集等の作業

を進めている。当面のターゲッ

トは免震部材の疲労損傷の合理

的な評価法である。なお、本部

会の委員が関係している他部

会・WGの関連資料についても許

可を得て、当部会で意見交換を

させて頂いている。

施工部会
委員長　原田　直哉

施工部会では、JSSI免震構造

施工標準2013を7月に刊行する

ことができました。いろいろと

ご協力いただいた皆様に御礼申

し上げます。

引き続き、免震工事施工計画

書（案）と免震工事QC工程管理

表の編集をすすめており、今年

度の、免震部建築施工管理技術

者の更新講習会での配布を予定

しています。

免震部材部会
委員長 C山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　b山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

積層ゴムやすべり・転がり支承

の規格案について引き続き議論

をしている。規格案の作成には

まだ時間がかかると思われるも

のの、この規格により設計者、

製造者、施工者の間に免震部材

の性能に関する共通の認識がで

きるようなものを目指したい。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

東北地方太平洋沖地震におけ

る応答制御建築物調査委員会の

検討課題である既存の鋼材ダン

パーのボルトの緩み対策（固定

方法）については対策案の有効

性を確認、鉛ダンパーの亀裂対

策については、材料レベルでの

疲労特性試験等の検討を継続し

ている。また、防耐火部会（オ

イルダンパー耐火性能WG）で検

討しているオイルダンパーの火

災時挙動については、1000KN免

震用オイルダンパーの常温負荷

圧力試験を実施し、協力を継続

している。

委 員 会 の 動 き
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応答制御部会
委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井　和彦

制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

「パッシブ制振構造の設計施工

マニュアル」の第3版出版に向け

た活動を7/26（10名）、9/20（12

名）に行った。特に、制振部材

取付け部の留意事項を12章とし

て独立させて内容を充実させる

とともに、設計事例および技術

データシートの更新を行った。

11月1日（金）に第3版出版記念

講習会を開催する予定である。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

当協会維持管理基準の改定に

向けて、地震後の免震装置の耐

火被覆の維持管理方法を検討し

維持管理委員会に報告した。す

べり支承の耐火構造認定試験用

共通試験体の仕様を検討継続。

オイルダンパーの耐火性につい

ての追加実験を実施した。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

当委員会の部会委員長をはじ

め記念事業の活動に参加してい

るため7月に予定していた委員会

を延期して開催する予定。引き

続き最新の情報を加味した普及

活動の資料、方法などについて

検討する。各部会の活動は以下

の報告による。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議を7月 31

日（水）に開催し、8月23日（金）

発行予定の会誌81号の進行状況

の確認、次の82号の内容及び執

筆依頼について検討しました。

免震協会20周年記念事業とし

て、9月に東北大学で国際シンポ

ジウム、10月に大阪で第2回見学

講演会として「中之島フェステ

ィバルタワー」が開催される予

定である事などが報告された。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

8月21日に第34回委員会を開

催した。

活動テーマ「免震構造の事業

継続性における有効性などに関

する知見をまとめ、HPを通じて

発信する。」のそれぞれの項目に

ついて討議した。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

東北大学・川内北キャンパス

において、2013年9月24日から

27日の期間、第13回世界免震・

制振会議が開催された。本会議

は国際制振学会（ASSISi）が主

催し、2年に一度開催される国際

会議である。今回は、設立20周

年記念イベントの一つとして、

日本免震構造協会がホストとな

って日本で開催することになっ

た。会議には、14か国から190名

（うち海外から60名）の参加があ

り、論文数は143編、12の展示ブ

ースが設けられた。会議の翌日

には津波被災地への視察旅行が

企画された。国際委員会は実行

委員会と連携して本会議の企

画・運営に当たり、東北大学を

中心とする現地の実行委員の努

力もあり、無事成功裏に終える

ことができた。免震・制振分野

の日本の技術力の高さを世界に

示すことができた意義のある会

議であった。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会（運営幹事会

及び6部会で構成）は、当協会が

認定する「免震部建築施工管理

技術者」および「免震建物点検

技術者」の資格に関わる講習・

試験及び更新講習会（毎年度計4

回）の実施、及びその合否判定

の事業を担当している。当該期

間には7月25日（木）及び9月12

日（木）に運営幹事会を開催し、

10月13日（日）予定の『第14回

免震部建築施工管理技術者講

習・試験』について開催準備の

詳細確認を行ったが、今年度も

昨年の515名を超える575名から

受験申込をいただいている。

なお、今年度に予定している

講習・試験等は下記の通りである。

10月13日（日） 第14回免震

部建築施工管理技術者講習・試

験（会場：東京・ベルサール渋

谷ファースト）

11月10日（日） 第9回免震部

建築施工管理技術者更新講習会

（会場：東京・ベルサール九段）

11月24日（日） 第7回免震建

物点検技術者更新講習会（会

場：東京・砂防会館）

1月25日（土） 第12回免震建

物点検技術者講習・試験（会

場：東京・砂防会館）

原子力関係施設免震構造委員会
委員長　北山　和宏

2013年7月22日に委員会を開

催した。昨年度取りまとめた活

動報告書（案）の要点を報告し、

今後の取り扱いについて協議し

た。これからの二年間の活動と

して、「原子力関係免震構造建物

の施工・維持管理ガイドライン」

および「原子力関係免震構造建

物の設計ガイドライン」の精査
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と公開版への編集作業、「免震構

造の高性能化に向けた開発ロー

ドマップ」の精査や開発へと至

る具体化の検討、などをあげて、

了承を得た。

これらの活動にともなう具体

的な作業は小委員会を設置して

行うこととし、主査として菊地

優・北海道大学教授、副査とし

て古橋剛・日本大学教授を選出

した。この小委員会は二回開催

され、上記ガイドライン等の公

開版作成に向けた編集方針につ

いて審議した。

記念事業委員会
委員長　井上　範夫

創立20周年記念事業の大きな

行事である世界免震・制振会議

が、仙台の東北大学川内北キャ

ンパスを会場として9月24日か

ら27日の期間開催された。本会

議は、第13回世界免震・制振会

議と日本免震構造協会20周年記

念シンポジウムの合同国際会議

であり、東北大学災害科学国際

研究所からの共催としての協力

も得て、15か国から190名（うち

海外から60名）の参加があり、

論文数は143編、12の展示ブース

も置けられ盛況であった。詳細

は斉藤実行委員長の開催報告に

記載されている。また、第2回見

学講演会は10月18日に、中之島

フェスティバルタワーで行うこ

ととし、講演を神戸大学 藤谷教

授にお願いした。学生アイデア

コンペは、タイトルを「免震・

制振はもう古い？？～生き延び

る建築・街づくり～」とし、審

査委員長を井上範夫（東北大学）、

審査委員を芦原太郎（建築家）、

瀬川茂子（朝日新聞出版）、中村

淳（NHK）、西川孝夫（首都大学

東京）の各氏に決定し、フライ

ヤーと応募要領を作成して配布

することになった。
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7月1日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 事務局会議室 12
7月5日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG 〃 7
7月9日 運営委員会 〃 13
7月10日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 6
7月11日 技術委員会/耐風設計部会 事務局会議室 4
7月12日 記念事業委員会 〃 9
7月12日 近未来問題検討委員会 建築家会館3F小会議室 3
7月17日 技術委員会/応答制御部会/パッシブ制振評価小委員会/制振普及WG 事務局会議室 5
7月19日 記念事業委員会/国際会議部会 〃 12
7月19日 国際委員会 〃 9
7月22日 原子力関係施設免震構造委員会 建築家会館1F大ホール 24
7月22日 原子力関係施設免震構造委員会/小委員会 〃 16
7月23日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 事務局会議室 11
7月25日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 9
7月26日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 10
7月29日 技術委員会/防耐火部会 〃 16
7月30日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 6
7月31日 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」81号編集WG 〃 5
7月31日 普及委員会/出版部会 〃 14
7月31日 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 5
8月1日 高強度ボルト接合委員会/設計WG 事務局会議室 7
8月6日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 〃 10
8月7日 記念事業委員会/イベント部会 〃 7
8月21日 普及委員会/社会環境部会 〃 5
8月22日 技術委員会/免震部材部会/アイソレータ小委員会 建築家会館3F大会議室 10
8月22日 運営委員会/会務WG 事務局会議室 4
8月23日 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 11
8月26日 記念事業委員会 〃 11
8月28日 応答制御建築物調査委員会/免震構造設計部会/LRB小振幅多数回繰返しWG 〃 9
8月28日 記念事業委員会/国際会議部会 東北大学 会議室 13
9月3日 資格制度委員会/施工管理技術者審査部会 事務局会議室 5
9月4日 記念事業委員会/広報部会 〃 7
9月6日 記念事業委員会/国際会議部会/WG 〃 6
9月9日 原子力関係施設免震構造委員会/小委員会 〃 17
9月10日 運営委員会 〃 14
9月10日 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 14
9月11日 技術委員会/防耐火部会 〃 10
9月12日 資格制度委員会/運営幹事会 〃 7
9月13日 技術委員会/耐風設計部会 〃 6
9月17日 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 〃 6
9月18日 技術委員会/防耐火部会/耐火認定試験体WG 〃 9
9月20日 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 〃 12

9月26日 技術委員会/防耐火部会/オイルダンパー耐火性能WG
 カヤバシステムマシナリー

  会議室 
4

9月30日 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 事務局会議室 11

日付 委員会名 開催場所 人数

委員会活動報告（2013.7.1～2013.9.30）
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会員動向

会員種別 会員名 業種または所属

入　会

会員数 名誉会員 1名
（2013年10月31日現在） 

第1種正会員 92社

 第2種正会員 210名

 賛助会員 92社

　　　　　　　　 特別会員 7団体

　賛助会員 （株）オリエントサービス 設計事務所／総合

　　〃 日本鋳造（株） メーカー／免震材料（ダンパー）
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

一般社団法人 日本免震構造協会 事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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会員動向

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

一般社団法人 日本免震構造協会 事務局（平日9:30～18:00）

TEL：03-5775-5432　FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

ください。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、入会通

知書・請求書等を同封します。

一般社団法人 日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

２．代表者／第１種正会員の場合

 下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関係加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

代表者／賛助会員の場合

賛助会員につきましては、代表権者及び指定代理人の□ 欄は記入不要です。

代表権をもっていない方をご登録いただいても構いません。例えば担当者の上司等

入れて下さい
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会員動向

1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

 ｛｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

一般社団法人 日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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会員動向

一般社団法人 日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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会員動向

一般社団法人 日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員動向

会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　一般社団法人 日本免震構造協会 事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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インフォメーション

12/28～1/4 年末年始の休暇

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

2 

9 

16 

23

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

2月
2/3 平成26年度年会費請求書送付

2/25 会誌「menshin」№83発行

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

12月

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24 

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1月
1/6 仕事始め

1/14 「入力地震動ガイドライン」講習会（東京：工学院大学）

1/16 新年賀詞交歓会（東京：明治記念館）

1/25 平成25年度免震建物点検者講習・試験（東京：砂防会館）

は、行事予定日など行事予定表（2013年12月～2014年2月）
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詳細は以下までご相談下さい。

国土交通大臣認定
天然ゴム系：
  FP180CN-0349
高減衰ゴム系：
  FP180CN-0350

【適合免震装置：天然ゴム系、
高減衰ゴム系支承】

目安寸法

600

1,310×1,310
1,510×1,510
1,710×1,710
1,910×1,910
2,110×2,110

けい酸カルシウム板

●耐火1時間性能試験を行い、非加熱面温度（裏面温度）
が告示で定める可燃物燃焼温度（建告1432号）以下で
あることを確認しています。
●400mm変位試験を行い、変位前後で異常が無い事を
確認しています。
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インフォメーション

一般社団法人

※原稿・フィルム代は、別途掲載者負担となります。
※通年掲載の場合は、20％引きとなります。正会員以外は年間契約は出来ません。

9月初めには、2020年東京オリンピックの招致が決
定しました。招致委員会の団結力と若き力並びにお
もてなしの気持ちが招致に結びついたように思われ
ます。11月初めには、東北楽天ゴールデンイーグル
スが日本一になりました。こちらも団結力と若い投
手力の勢いが勝利に結びつきました。この両者に共
通して感じられたのは、団結力と若さの勢いでした。
それに対し建設業界は、労務費の高騰もあり、苦し
い状況にあるようですが、東京オリンピックも控え
今後は徐々に勢いが出てくることを期待しています。
今年は、日本免震構造協会が創立して20周年の節

目の年で、2年間に亘り記念事業を開催しています。
東北大学で第13回世界免震・制振会議が開催され、

世界各国の免震・制振状況や最新の研究成果が発表
されました。また大阪ではこれぞ中間階免震と思わ
れる「中之島フェスティバルタワー」にて記念見
学・講演会が開催されました。今後も各種記念事業
が開催されますので、奮って参加いただければと思
います。
免震建築訪問で、東日本大震災の際に災害拠点病

院としての役割を果たし高評価を得た「石巻赤十字
病院」を訪問取材した今回の編集WGは、猿田、世良、
浜辺、人見、藤波さんの5名の方々でした。御苦労様
でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平
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